
１．業務用冷凍空調機器からの冷媒フロン類回収における問題点 

 

（１）検討の背景 

 

ア．業務用冷凍空調機器の現状 

 業務用冷凍空調機器は、建物内の空調、食品等の流通等に関わる冷蔵倉庫や冷蔵庫・冷

凍庫、輸送用冷蔵冷凍機、小売店でのショーケース、厨房の冷蔵庫等、様々な分野で幅広

く使用されている。なお、業務用冷凍空調機器の例を参考 1に示す。 

平成 15 年度環境省請負調査4結果によれば、現在、全国で約 2,100 万台の機器が使用さ

れていると考えられる。また、これらの機器のほとんどすべてに冷媒としてフロン類が使

用されており、使用中の機器中には約 10 万ｔの冷媒フロン類が充填されていると見込まれ

る（参考 2）。 

 

イ．フロン回収破壊法の状況 

 フロン類の排出の抑制を図るため、フロン回収破壊法が平成14年4月1日に施行された。

本法では、業務用冷凍空調機器及びカーエアコン（平成 14 年 10 月から平成 16 年 12 月ま

で）を対象として、それらの機器中の冷媒フロン類の排出抑制指針を定めるとともに、特

にフロン類回収に関して次のような制度を定めている。なお、本法においては、業務用の

エアコンディショナー、冷蔵機器及び冷凍機器で冷媒としてフロン類が充填されているも

のを第一種特定製品、廃棄されたそれらの製品からフロン類を回収する業者は第一種フロ

ン類回収業者とされている。 

 

（ア）フロン類回収業を行おうとする者は、都道府県知事の登録を受けること。 

（イ）第一種特定製品の廃棄者は、機器中の冷媒フロン類を、登録を受けた回収業者（第

一種フロン類回収業者）に引き渡すこと。 

（ウ）第一種フロン類回収業者は廃棄者から冷媒フロン類の引渡を求められた時は、特段

の事情がない限りそれを引き取ること。引取にあたっては回収及び運搬の基準を守

ること。 

（エ）第一種フロン類回収業者は、引き取ったフロン類を自ら再利用する場合や破壊する

ために都道府県知事が認める者に引き渡す場合を除き、許可を受けた破壊業者に引

き渡すこと。 

（オ）第一種フロン類回収業者は、フロン類の回収量等を毎年度、都道府県知事に報告す

ること。 

（カ）第一種フロン類回収業者は、機器の廃棄者に対し、フロン類回収のための適正な料

金を請求することができること。また、廃棄者は、当該費用を負担すること。 

（キ）何人も、みだりに対象機器に冷媒として使用されているフロン類を放出してはなら

ないこと。（みだり放出禁止については、21 ページを参照） 

 

 全国に第一種フロン類回収業者は 25,637 業者（平成 16 年 4 月 1 日現在）、フロン類破

壊業者は 80 業者（平成 17 年 2 月 16 日現在）が存在している。 
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ウ．フロン類回収の状況 

 フロン回収破壊法に基づく、第一種特定製品の廃棄にあたっての冷媒フロン類の回収の

状況について、法に基づく回収量の集計結果等を元に、表 1-1 に示す。 

 

表 1-1 フロン回収破壊法に基づくフロン類回収の状況 

 

 回収量 廃棄時の各機器中の残存冷媒フロン類の推定量 回収率 

平成 14 年度 1,958t 
約 5,260t（(社)日本冷凍空調工業会推定） 

約 6,787t（平成 15 年度環境省請負調査5推定） 

約 37% 

約 29% 

平成 15 年度 1,889t 約 6,800t（業界等の推計） 約 28% 

 

 なお、業務用冷凍空調機器の修理時や設置時に環境中に排出された冷媒フロン類の量は

（株）野村総合研究所の推計では、平成 15 年には約 1,555t であったと見込まれる（参考

2）。 

 また、廃棄された業務用冷凍空調機器のうち断熱材が使用されていたもの（業務用冷凍

冷蔵庫、オープンショーケース及びリーチインショーケース）について、それらの断熱材

に発泡剤として使用されていたフロン類量を平成 15 年度環境省請負調査6結果により推定

したところ、平成 14 年には約 310tであったと見込まれる。 

 

エ．フロン類回収を巡る昨今の状況 

オゾン層保護に関しては、モントリオール議定書に基づき、オゾン層破壊物質の生産・

消費規制が着実に進められている。我が国では 1995 年に CFC の生産及び消費を全廃し、そ

れ以降、機器の冷媒には HCFC が主に使用されていたが、HCFC については 1996 年から消費

量が凍結され、2004 年から消費量の 35%削減及び生産量の凍結が始まったところである。

このため、機器の冷媒フロン類においても HCFC に代わるハイドロフルオロカーボン(HFC)

の利用が急速に増大しており、近年では、年間約 1万 t の HFC が新規の業務用冷凍空調機

器に充填されていると見込まれている。 

 また、地球温暖化に関しては、HFCを含む 6種類の温室効果ガスに対する排出量制限を定

めた京都議定書が平成 17 年 2 月 16 日に発効し、我が国は温室効果ガスの排出量を基準年

から 6%削減することが国際的義務となった。義務の達成に向けた議論として、平成 14 年

に定められた地球温暖化対策推進大綱の進捗状況の評価が平成 16 年から中央環境審議会

で行われ、評価を踏まえ、今後追加的な温暖化防止対策が必要であることが議論された。

これらの結果、代替フロン等 3ガス（HFC、PFC、SF6）については、現行の大綱における目

標値が基準年（代替フロン等 3ガスについては 1995 年、CO2等他のガスは 1990 年）の排出

量に対して＋2％となっているのに対し、追加的な対策を実施することにより排出量を＋

0.1％まで抑制できるという見通しが、中央環境審議会地球環境部会及び産業構造審議会環

境部会地球環境小委員会での審議の結果、各審議会の答申において示された。業務用冷凍

空調機器の廃棄時のフロン類回収についても、追加対策が必要であるとされ、制度面の抜

本的見直しを含めた回収率向上対策等を講じることが必要とされた。具体的には、現在約

30％弱である回収率を、2008 年以降の５年間における平均値として 60％に引き上げること
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により今後の排出量増加を抑制することとされた。 

以上のことから、法律に基づき回収を義務付ける以上、長期的には技術的に不可能な部

分を除き 100％に近い回収率を目標とすべきであるが、現状を勘案し、短期的な当面の目

標として、2008 年以降の 5年間における平均値として回収率を 60％に引き上げるため、フ

ロン類回収をより推進する方策を導入する必要がある。 
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（２）廃棄機器の処理及びフロン類回収の実態 

 

ア．機器の廃棄形態の発生割合の推定 

業務用冷凍空調機器の廃棄後の処理フローは、使用済みとされる経緯、機器からの冷媒

フロン類の回収形態及び機器の所有権などの条件の組み合わせにより異なることが考えら

れる。機器が廃棄されてから機器中のフロン類が回収されるまでの間の状況を把握するこ

とが対策の検討において必要である。 

このため、まず、業務用冷凍空調機器の廃棄形態について、発生割合の推定を試みた結

果を表 1-2 に示す（推定の過程については参考 3）。その結果、機器設置場所で冷媒が回

収される機器で、機器の所有権がユーザーにある場合、空調機器の廃棄に伴う廃棄割合が

全体の約 48％、建物解体時の空調機器の廃棄割合が約 24%であると見込まれる。回収方策

の検討においては、発生割合が高い処理フローから対策を検討していくことが効率的と考

えられることから、表中太枠内が重要な処理フローであると考えられる。 

 

表 1-2  業務用冷凍空調機器の廃棄形態の発生割合の推計 

 

（全廃棄機器に含まれる冷媒量に対する、各カテゴリの冷媒量の割合） 

  機器設置場所で冷媒が回収される機器 

  冷凍冷蔵機器 空調機器 

移動場所で冷媒が 

回収される機器 

機器の所有権 ユーザー
ユーザー
以外 

ユーザー
ユーザー
以外 

ユーザー 
ユーザー
以外 

更新に係る機器の廃棄 6.4% 0.7% 47.7% 0% 3.4% 0.4%

建物解体時 4.7% 0.5% 23.6% 0% 2.5% 0.3%
更新を伴わない

機器の廃棄 
改築時 0.4% 0% 2.1% 0% 0.2% 0.0%

注：上記表の合計割合は 93％となる。残りの 7％は大型冷凍機に含まれる冷媒量であるが、これについ

ては処理フロー発生割合の推定の対象としていない。 
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イ．廃棄機器の処理フロー 

 実際の廃棄機器の処理フローについて、前記で発生割合が高いと考えられるものについ

て、関係業者に対するヒアリングの結果等を元に整理してみた。次のフローでは、フロン

回収破壊法上の廃棄者として冷媒フロン類の引渡義務を有する者を二重線枠で示す。 

 また、次のフロー上の業者については、以下のように整理している。 

 

 ・販売店：業務用冷凍空調機器の販売店。設備工事業者を兼ねることも多い。 

 ・設備工事業者：冷媒配管作業など設置の際に工事が必要な業務用冷凍空調機器（主に

機器設置場所でフロン類が回収される機器）の設置工事、撤去工事を行う業者。販売

店を兼ねることも多い。 

 ・フロン類回収業者：フロン回収破壊法に基づき、廃棄機器からの冷媒フロン類の回収

を行う第一種フロン類回収業者。設備工事業者、販売店が兼ねることが多い。 

 ・フロン類破壊業者：フロン回収破壊法に基づき、回収された冷媒フロン類の破壊を行

うフロン類破壊業者。 

 ・冷媒再生業者：回収された冷媒フロン類を、再び冷媒として使用するための再生作業

を行う業者。 

 ・産廃処理業者：使用済の機器を廃棄処理するために引き取る業者。廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（以下、「廃掃法」という。）上の産業廃棄物収集運搬業者及び産業

廃棄物処分業者。フロン類回収業者を兼ねることもある。 

 ・業務用中古機器取扱業者等：業務用冷凍空調機器の中古販売を行う業者。 

 ・建設業者：建築工事の一切を請け負うことが出来る、経営規模の大きい総合建設業者。 

 ・建物解体業者:建物の解体を専門に行う業者。建設業者の下請けとなることも多い。 
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（ア）更新に係る機器の廃棄で、所有権がユーザーにある、機器設置場所でフロン類が回収され

る機器（空調機器（想定発生割合約 48%）、冷凍冷蔵機器（約 6%））  

 メーカーやメーカー系販売店・設備工事業者等が更新機器を販売するケースが該当す

る。 

 

図 1-1 廃棄機器の処理フロー（その 1） 
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（イ）建物解体に係る機器の廃棄で、所有権がユーザーにある、機器設置場所でフロン類

が回収される機器（空調機器（想定発生割合約 24%）、冷凍冷蔵機器（約 5%））  

 

図 1-2 廃棄機器の処理フロー（その 2） 
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（ウ）更新に係る機器の廃棄で、所有権がユーザーにある、移動場所でフロン類が回収される機

器（想定発生割合約 3%）  

 

図 1-3 廃棄機器の処理フロー（その 3） 
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（エ）建物解体に係る機器の廃棄で、所有権がユーザーにある、移動場所でフロン類が回収され

る機器（想定発生割合約 3%）  

 

図 1-4 廃棄機器の処理フロー（その 4） 
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 以上から、いずれの場合も、廃棄者から、販売店、設備工事業者、建設業者、建物解体

業者、産廃処理業者等を経由してフロン類回収業者にフロン類回収の発注が行われている

事例が多いことが分かる（ただし、設備工事業者、販売店がフロン類回収業者を兼ねるこ

とも多い。）。また、経由する事業者は、廃棄機器の発生形態によって大きく異なることも

分かる。 

 以下、本報告書では、廃棄機器の処理フローにおいて、廃棄者とフロン類回収業者の間

で、フロン類回収の発注を「取り次ぐ業者」を「取次業者」する。 
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ウ．アンケート結果 

廃棄機器の処理が、前記イ．のとおりに行われていれば、機器中の冷媒フロン類は確実

に回収されるはずである。しかしながら、回収率が低位に留まっている現状においては、

廃棄者からフロン類回収の発注がなされたとしても、現場ではいずれかの段階において上

記のフローが途切れており、そのためにフロン類回収業者による回収が確実に行われてい

ないことも原因の一部として考えられる。 

こうした、廃棄機器の処理に携わっている事業者における機器の処理やフロン類回収の

取組の現状を調査するため、環境省と経済産業省が合同で、建設業者、建物解体業者、リ

ース会社、フロン類回収業者、フロン類回収を行っている産廃処理業者及び機器の中古販

売店に対するアンケート調査を行った。建物解体業者以外の業者に対しては、平成 16 年

9 月から 10 月の間に、建物解体業者に対しては、平成 17 年 1 月に調査を行った。アンケ

ート結果から想定される問題点を次のように整理した。また、アンケート結果の概要は参

考 4に示す。 

なお、参考 4にあるように、本アンケートの回収率は、業者の種類によって、約 10%か

ら 50%までとなっており、必ずしも各カテゴリーの業者のサンプル数が十分でなく、アン

ケート結果の取扱いには注意する必要がある。また、回収率が低いということは、フロン

類回収に対する関係者の意識が低いことが原因の一つに考えることができることから、フ

ロン回収破壊法の周知徹底が必要であると考えられる。 
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（ア）個々のアンケート調査項目について 

ａ．自らはﾌﾛﾝ類の回収作業を行わないが廃棄者からﾌﾛﾝ類の回収作業を受注する主体の問題点 

①建物解体やリフォーム案件におけるフロン類回収作業に係る契約書や見積書上の位置付け 

i.調査の結果 

(i) 契約書 

<建設業者> 契約書上に明記されていないことが多い(50%) 

：明記されていることが多い(43%) 

 (明記されていることが多いとの回答の内) 

 施主に応じて組み込む(33%)：基本フォーマットに組み込まれている(51%) 

<建物解体業者> 契約書上に明記されていないことが多い(79%) 

：明記されていることが多い(16%) 

 (明記されていることが多いとの回答の内) 

 施主に応じて組み込む(38%)：基本フォーマットに組み込まれている(41%) 

(ii)見積書 

<建設業者> 費用項目を設けていない(53%)：設けている(43%)  

 (費用項目を設けているとの回答の内) 

 ・値引きの対象となり満足する金額を受け取れない(33%) 

：ほぼ見積もり金額に近い金額を受け取る(59%) 

 ・説明するが理解を得ることが少ない(17%)：説明は必要だが理解を得ることが多い(58%) 

：回収費に係る説明は特に必要ない(17%) 

<建物解体業者> 費用項目を設けていない(60%)：設けている(37%) 

 (費用項目を設けているとの回答の内) 

 ・値引きの対象となり満足する金額を受け取れない(51%) 

：ほぼ見積もり金額に近い金額を受け取る(47%) 

 ・説明するが理解を得ることが少ない(30%)：説明は必要だが理解を得ることが多い(41%) 

：回収費に係る説明は特に必要ない(4%)  

 

ii.問題点 

建物解体やリフォームの時にフロン類の回収作業が適切に実施されるには、まず契約書

や見積書上にフロン類回収が明確に定められることが必要であるが、実際には示されない

ことが多い。また、契約書や見積書にフロン回収が明確に定められている場合、約半数は

満足した金額が得られているが、見積もりにフロン類回収を明記しても満足する金額が得

られなかったり、理解が得られなかったりすることもある。 

 

②フロン類回収作業に係るマニュアルの整備 

i.調査の結果 

<建設業者> マニュアルは存在しない(60%)：マニュアルは存在する(36%) 

 (マニュアルは存在しないとの回答の内) 

 今後も定める予定がない(25%)：国や自治体等の要請があれば定める(56%) 

<建物解体業者> マニュアルは存在しない(66%)：マニュアルは存在する(29%) 

 (マニュアルは存在しないとの回答の内) 

 今後も定める予定がない(27%)：国や自治体等の要請があれば定める(52%) 

 

ii.問題点 

マニュアルが存在しない場合、フロン類回収が適切に行われないことが懸念される。 
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③建物解体やリフォーム案件での業務用冷凍空調機器の設置状況の把握 

i.調査の結果 

<建設業者> 設置状況を把握していない(36%)：把握している(57%) 

<建物解体業者> 設置状況を把握していない(24%)：把握している(71%) 

 

ii.問題点 

業務用冷凍空調機器のフロン類の回収を確実に行うには、それが充填されている機器の

設置状況を解体工事着手前に正確に把握することが重要であるが、把握していない業者が

相当数ある。 

 

④フロン類回収作業に係る時間の確保 

i.調査の結果 

<建設業者> 時間的余裕を確保していない(46%)：確保している(43%) 

<建物解体業者> 時間的余裕を確保していない(59%)：確保している(36%) 

 

ii.問題点 

フロン類の回収作業を適正に行うには、回収作業時間が解体工事前に十分に確保されて

いる必要があるが、確保されていない場合に確実なフロン類回収がなされないことが懸念

される。 

 

⑤フロン類回収作業の発注 

i.調査の結果 

(i) 建物解体時 

<建設業者> 回収業者に直接発注(14%)：設備工事業者に併せて発注(43%) 

：建物解体業者に併せて発注(29%) 

 (設備工事業者等に併せて発注との回答の内) 

 口頭で通知(20%)：書面にて通知(80%) 

<建物解体業者> 回収業者に直接発注(39%)：設備工事業者等に併せて発注(11%) 

 ：発注者側から回収業者に直接発注(16%) 

 (設備工事業者等に併せて発注との回答の内) 

 口頭で通知(70%)：書面にて通知(12%) 

(ii)リフォーム時 

<建設業者> 回収業者に直接発注(11%)：設備工事業者等に併せて発注(81%) 

 (設備工事業者等に併せて発注との回答の内) 

 口頭で通知(26%)：書面にて通知(70%) 

 

ii.問題点 

建物解体やリフォームを下請け業者に発注する際のフロン類回収作業の発注について、

口頭のみの通知では、確実にフロン類回収が発注されていないことが懸念される。 
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⑥回収業者からのフロン類回収報告書の受領 

i.調査の結果 

<建設業者> 提出を必ず要請(64%)：特に要請しない(18%) 

 (提出を必ず要請との回答の内) 

 報告書受領後、委託費を支払う(83%)：報告書に関わりなく委託費を支払う(17%) 

<建物解体業者> 提出を必ず要請(49%)：特に要請しない(14%) 

 (提出を必ず要請との回答の内) 

 報告書受領後、委託費を支払う(75%)：報告書に関わりなく委託費を支払う(25%) 

 

ii.問題点 

回収報告書を要請しないことで、回収業者が確実にフロン類回収を行ったかどうかを確

認していないことが懸念される。 

 

⑦施主へのフロン類回収報告書の提出 

i.調査の結果 

<建設業者> 提出したことはない(18%)：要請があった場合に提出(49%)：必ず提出(29%) 

 

ii.問題点 

施主(廃棄者)は、フロン類を回収業者へ引き渡す義務があるが、回収報告書の提出を受

けていない場合は、自らが引渡義務を果たしているかどうかを確認していないことが懸念

される。 

 

⑧施主へのフロン類回収報告書の提出と費用の受け取り 

i.調査の結果 

<建物解体業者> 報告書の提出と費用の支払いは関係ない(79%) 

：費用の支払いは報告書の提出後(15%) 

 

ii.問題点 

施主（廃棄者）が回収報告書を確認しないで費用を支払っている場合には、仮に悪質な

業者があった場合に、回収しないで費用だけ受け取るという可能性がある。 

 

⑨フロン類回収後の業務用冷凍空調機器の処理 

i.調査の結果 

<建設業者> 把握していない(29%)：産廃業者に引き取らせる(35%) 

 ：建築資材と一緒に処理(21%) 

<建物解体業者> 把握していない(12%)：産廃業者に引き取らせる(51%) 

 ：建築資材と一緒に処理(26%) 

 

ii.問題点 

機器の処理状況を確認していない業者は、機器のフロン類が確実に回収済みであるかど

うかを把握することが難しいと考えられる。 
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ｂ．業務用冷凍空調機器を自らは使用しないが所有権を有する主体の問題点 

①リース取扱高及びリースアップ物件に占める業務用冷凍空調機器の割合の把握 

i.調査の結果 

(i)リース取扱高 

<リース業者> 他の物件と分けての把握は不可能(72%)：分けて把握可能(26%) 

 

(ii)リースアップ物件 

<リース業者> 他の物件と分けての把握は不可能(76%)：分けて把握可能(22%) 

 

(iii)リースアップ物件のユーザーでの買い取りもしくは再リースの割合 

<リース業者> 他の物件と分けての把握は不可能(78%)：分けて把握可能(22%) 

 

(iv)リースアップ物件の第三者への売却もしくは販売店の下取りの割合 

<リース業者> 他の物件と分けての把握は不可能(78%)：分けて把握可能(21%) 

 

(v)リースアップ物件の自社で廃棄処理しなければならない割合 

<リース業者> 他の物件と分けての把握は不可能(78%)：分けて把握可能(21%) 

 

ii.問題点 

業務用冷凍空調機器の状況を把握していない業者は、フロン類の引渡義務を果たしてい

ないことが懸念される。 

 

②フロン回収破壊法上のリース会社の義務の認識と業冷機器のリースアップ後物件の処理におけ

るマニュアルの存在 

i.調査の結果 

(i)フロン回収破壊法上のリース会社の義務の認識 

<リース業者> 義務は知らない(22%)：義務を知っている(77%) 

 

(ii)業冷機器のリースアップ後物件の処理にマニュアルの存在 

<リース業者> マニュアルが存在しない(87%)：存在する(13%) 

 

ii.問題点 

リース会社の義務は高い割合で認識されているものの、知らない業者も相当数あり、引

渡義務が果たされていないことが懸念される。 
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③これまで実施したフロン類の回収作業に関する委託 

i.調査の結果 

<リース業者> 委託を行ったことはない(71%)：行ったことがある(29%) 

 (委託を行ったことがあるとの回答の内) 

 ・フロン類の回収量を把握している(3%)：把握していない(97%) 

 ・報告書の提出を必ず要請(14%)：特に要請しない(43%) 

 ・直接回収業者に委託(5%)：産廃業者等に委託(87%) 

 

ii.問題点 

上記では義務を知っている者が 78%であるにもかかわらず、回収作業を委託していない

業者が相当数あり、故意に回収を行わない者があることが懸念される。 

 

④リースアップした物件のユーザーにおける処理の状況の把握 

i.調査の結果 

<リース業者> ユーザー自身で廃棄することもある(66%)：廃棄することはない(29%) 

 (ユーザー自身で廃棄することもあるとの回答の内) 

 回収報告書の提出を求めない(90%)：求める(6%) 

 

ii.問題点 

ユーザー自身で廃棄されることがある場合に、廃棄者（リース業者）による引渡義務が

果たされないことが懸念され、特に回収報告書の提出を求めない場合にその可能性が高い。 

 

ｃ．中古の業務用冷凍空調機器を取り扱う主体の問題点 

i.調査の結果 

<中古機器販売業者> 業冷機の使用済み処理を実施したことはない(14%)：実施したことがある(86%) 

 (業冷機の使用済み処理を実施したことがあるとの回答の内) 

 回収業者にフロン類の回収を依頼(17%)：回収を含めて一括で産廃業者等に依頼(83%) 

 

ii.問題点 

 引渡義務を果たしてない業者があることが懸念される。 

 

ｄ．フロン類回収作業を実施する主体の問題点 

①受注したフロン類回収作業の種別実施割合 

i.調査の結果 

<フロン類回収業者> 建物解体(14%)：リフォームや店舗廃業(22%)：機器更新(64%) 

 (建物解体での発注者の内訳) 

 建設業者(50%)：ビルオーナーや地権者(21%)：建物解体業者(4%) 

 (リフォーム等での発注者の内訳) 

 設備工事業者(28%)：店舗等のユーザー(27%)：リフォーム請負業者(17%) 

：ビルオーナーや地権者(13%) 

<産廃処理可能回収業者> 建物解体(10%)：リフォームや店舗廃業(4%)：機器更新(30%) 

 ：持ち込み(56%) 

 (建物解体での発注者の内訳) 

 建設業者(63%)：ビルオーナーや地権者(8%) 

 (リフォーム等での発注者の内訳) 

 設備工事業者(24%)：店舗等のユーザー(10%)：リフォーム請負業者(14%) 

：ビルオーナーや地権者(15%) 
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ii.問題点 

回収の発注元について、（２）ア．における推定では、機器更新によるものが約 6割、リ

フォームや店舗の廃業が約 3％、建物解体時が約 3 割と推定されており、回収業者の回答

からは、建物解体時のフロン類回収作業の発注が特に行われていないことが懸念される。

また、建物解体時において、建物解体を受託した建設業者の約 7 割が設備工事業者や建物

解体業者へフロン類回収作業の発注をしていることから、建物解体時にはこうした業者か

らのフロン類回収作業の発注がほとんどなされていないことが懸念される。 

 

②フロン類回収作業の事業性 

i.調査の結果 

(i)フロン類回収作業の事業性 

<フロン類回収業者> 赤字(37%)：利益も得ず赤字も出ず(48%)：適切な利益を得る(13%) 

 (適切な利益を得るとの回答の内) 

 年平均受注件数(739 件)：年平均フロン類回収量(4,517kg) 

 (赤字との回答の内) 

 年平均受注件数(312 件)：年平均フロン類回収量(1,350kg) 

 (利益も得ず赤字も出ずとの回答の内) 

 年平均受注件数(157 件)：年平均フロン類回収量(1,478kg) 

<産廃処理可能回収業者> 赤字(48%)：利益も得ず赤字も出ず(42%)：適切な利益を得る(10%) 

 

(ii)利益の確保と回収量及び受注件数との関係 

<フロン類回収業者> 利益は回収量に応じる(43%)：利益は受注件数に応じる(47%) 

 (適切な利益を得るとの回答の内) 

 利益は回収量に応じる(57%)：利益は受注件数に応じる(43%) 

 (赤字との回答の内) 

 利益は回収量に応じる(41%)：利益は受注件数に応じる(59%) 

 (利益も得ず赤字も出ずとの回答の内) 

 利益は回収量に応じる(51%)：利益は受注件数に応じる(49%) 

<産廃処理可能回収業者> 利益は回収量に応じる(19%)：利益は受注件数に応じる(78%) 

 

ii.問題点 

フロン類回収作業で、利益が得られず、中には赤字であるとした業者が相当の割合で存

在しており、適正なフロン類回収の推進の障害となることが懸念される。 

 

③回収業者が保有する回収装置と回収容器 

i.調査の結果 

(i) 回収装置 

<フロン類回収業者> 回収装置を保有していない事業者(9%)：1～5 本の事業者(24%) 

 

(ii)回収容器 

<フロン類回収業者> 回収容器を保有していない事業者(4%)：1 本の事業者(23%) 

 

ii.問題点 

十分な能力がない回収業者では適切に回収を行われないことが懸念される。特に回収装

置や回収容器を保有していない業者の能力に疑念が持たれる。 
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④フロン類回収作業の受注の経緯 

i.調査の結果 

<フロン類回収業者> 相見積もりや競争入札(15%)：一社指名で価格調整(51%) 

 ：発注者の言い値(18%)：受注者の言い値(13%) 

<産廃処理可能回収業者> 相見積もりや競争入札(16%)：一社指名で価格調整(49%) 

 ：発注者の言い値(6%)：受注者の言い値(23%) 

 

ii.問題点 

一社指名で価格調整される場合や、発注者の言い値による場合の割合が高いが、こうし

た契約は適正な費用が支払われない恐れが高いため、適正なフロン類回収の推進の障害と

なることが懸念される。 

 

⑤発注者側に求められる回収業者の選択基準 

i.調査の結果 

<フロン類回収業者> 価格のみならず技術力にも着目すべき(95%)：価格のみ着目すべき(3%) 

<産廃処理可能回収業者> 価格のみならず技術力にも着目すべき(91%)：価格のみ着目すべき(3%) 

 

ii.問題点 

価格のみに着目すると、適切な回収がなされなくなることが懸念される。 

 

⑥フロン類回収作業に要する時間の確保 

i.調査の結果 

(i)建物解体時 

<フロン類回収業者> 時間が確保されない(33%)：確保される(47%) 

<産廃処理可能回収業者> 時間が確保されない(13%)：確保される(29%) 

 

(ii)リフォーム時 

<フロン類回収業者> 時間が確保されない(29%)：確保される(60%) 

<産廃処理可能回収業者> 時間が確保されない(19%)：確保される(52%) 

 

ii.問題点 

時間が確保されない場合は、適切なフロン類回収がなされないことが懸念される。 

 

⑦フロン類回収報告書の提出と委託費の支払い 

i.調査の結果 

<フロン類回収業者> 通常は提出しないが顧客に応じて提出(42%)：常に提出(54%) 

 (報告書の提出と委託費の支払い) 

 報告書提出後に委託費が支払われる(67%)：報告書に関係なく委託費が支払われる(33%) 

<産廃処理可能回収業者> 通常は提出しないが顧客に応じて提出(58%)：常に提出(39%) 

 (報告書の提出と委託費の支払い) 

 報告書提出後に委託費が支払われる(37%)：報告書に関係なく委託費が支払われる(63%) 

 

ii.問題点 

施主(廃棄者)は、フロン類を回収業者へ引き渡す義務があるが、回収報告書の提出を受
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けていない場合は、自らが引渡義務を果たしているかどうかを確認していないことが懸念

される。 

 

⑧メンテナンス時の回収 

i.調査の結果 

<フロン類回収業者> メンテナンス時の回収を行っている(80%)：行っていない(17%) 

 

ii.問題点 

メンテナンス時の回収については義務化されていないため、業者によって対応が

異なる可能性がある。 

 

（イ）アンケート結果を元にした廃棄処理フローの問題点 

アンケート結果を元に廃棄処理フローの問題点を洗い出すため、機器の廃棄処理に関わ

る主体を大きく、廃棄者、取次業者（建設業者、建物解体業者、産廃処理業者）及びフロ

ン類回収業者に分け、廃棄処理フローを（ａ）廃棄者→取次業者、（ｂ）取次業者→取次

業者、（ｃ）取次業者→フロン類回収業者、の各段階に分けて、それぞれの問題点を整理

した。 

 

（ａ）廃棄者→取次業者 

①建物解体やリフォーム時の契約書に関して（ａ．①ｉ．（ｉ）） 

建物解体やリフォームの契約書にフロン類の回収作業が明記されていないこ

とによってフロン類回収業者への発注が行われないことが懸念される。また、契

約書にフロン類回収を明記する上で廃棄者の対応や要求が重要であることが示

唆される。 

 

②建物解体やリフォーム時のフロン類回収費用に関して（ａ．①ｉ．（ｉｉ）） 

建物解体やリフォームの見積書にフロン類回収に係る費用項目を設けている

業者は少なく、回収に係る費用項目を設けていないために、フロン類回収のため

に適切な料金が支払われていないことが懸念される。また、十分な費用が支払わ

れないことが適切なフロン類回収の障害となりうることも懸念される。 

 

（ｂ）取次業者→取次業者 

①建物解体やリフォームの下請け業者への発注の際のフロン類回収の取り扱い（ａ．⑤） 

建物解体やリフォームを下請け業者へ発注する際に、フロン類回収を口頭でのみ

伝達した場合には、確実にフロン類回収が発注されていないことが懸念される。 

 

②建物解体時のフロン類回収作業の発注（ｄ．①） 

建物解体時の発注は、建設業者からが半数で、建物解体業者からは約 4％のみであ

ったが、ａ．⑤のとおり建物解体を受託した建設業者の約 3割が建物解体業者へフ

ロン類回収作業の発注をしていることに比べると、建設業者と建物解体業者からの

発注の比率から見て、建物解体時には建物解体業者からのフロン類回収作業の発注

がなされない場合が多いことが懸念される。 
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（ｃ）取次業者→フロン類回収業者 

①回収業者への発注元（ｄ．①） 

回収業者が受託したフロン類回収作業のうち、機器更新によるものが約 6 割、リ

フォームや店舗の廃業が約 2割、建物解体が約 1割と回答があった。（２）ア．に

おける推定では、機器更新によるものが約 6割、リフォームや店舗の廃業が約 3％、

建物解体時が約 3割と推定されており、建物解体時のフロン類回収作業の発注が特

に行われていないことが懸念される。 

 

②メンテナンス時の回収（ｄ．⑧） 

メンテナンス時のフロン類回収を行っている業者があるが、メンテナンス時の回

収については義務化されていないため、業者によって対応が異なる可能性がある。 
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(３）フロン回収破壊法以外の取組の例 

 

ア．自治体や民間団体による取組の事例 

フロン類回収に係る条例を制定している都道府県及び政令指定都市は群馬県、埼玉県、

東京都、石川県、滋賀県、兵庫県、熊本県、大分県、横浜市の 9自治体である。これら

の条例では、例えば、機器廃棄の際に廃棄者は適切な取次業者に依頼すること（群馬県、

滋賀県）、機器の整備の際のフロン類回収を特定の業者に委託すること、整備時に回収

したフロン類を適切に処理すること（東京都）、機器中の断熱材中フロンの回収を行う

こと（埼玉県）などといった義務を明確に規定しているものもあるが、条例独自の義務

に基づいて具体的な取組を実施している自治体はその一部である。 

これまでに、フロン回収等推進協議会を設立した都道府県は 38 都府県であり、そのう

ち、協議会を廃止または協議会の活動を中止とした都府県は 8県である。 

フロン回収等推進協議会の取組の多くは、「フロン類回収破壊処理等に関する情報交

換や情報収集」や「フロン回収破壊法に関する普及啓発」などである。一方、例えば、

フロン回収等推進協議会による、フロン類を回収した機器へのステッカー添付と産廃処

理業者によるステッカーの確認や、フロン類回収マニフェスト制度の実施、機器の整備

時及び廃棄時の回収量のとりまとめ、災害発生時のフロン類回収の協力体制の構築、建

設業者に対する建物解体時のフロン類回収の周知等、フロン回収破壊法以外の措置を独

自に進めている協議会等の地域の団体もある。こうしたフロン回収等推進協議会におけ

る取組の例については参考 5に示す。 

また、業務用冷凍空調機器に係るフロン類回収については、社団法人日本冷凍空調工

業会が、冷媒回収推進・技術センターを平成 5年 10 月に設置し、さらに、社団法人日本

冷凍空調設備工業連合会は、同センターの事業に参加協力するとともに、冷媒回収促進

センターの全国への設置、フロン類回収処理管理票を用いた回収管理やフロン類回収済

みステッカーの貼付の普及等を行っている。 

自動販売機業界では、フロン類排出抑制対策として、平成 10 年の廃掃法改正を契機に、

飲料用自動販売機の廃棄に関して、フロン類回収も含む適正廃棄マニュアルの作成・配

布、各地における適正廃棄セミナーの開催などにより、適正処理の徹底を図ってきた。

また、同廃掃法に則った自動販売機マニフェスト（廃棄物管理票）を業界内で標準化し、

自動販売機の廃棄に責任を持つ者（排出事業者：自動販売機の所有者（飲料メーカ等））

が廃棄事業者に対し同マニフェストを交付し、厳格に管理・運営していて、大きな効果

を上げている。 

 

イ．冷媒フロン類の回収に係る各国の制度の特徴 

冷媒フロン類の回収に係る制度を有するアメリカ、ドイツ、フランス、イギリス、デ

ンマーク及びスウェーデンの状況の概要は次のとおりである。また、各国の状況をとり

まとめたものを参考 6に示す。 

業務用冷凍空調機器に関し、フランスは CFC、HCFC 及び HFC、ドイツ、イギリス、デ

ンマーク及びスウェーデンでは CFC と HCFC を対象に、フロン類回収を義務づけている。

また、アメリカでは CFC、HCFC 及び HFC について、故意の冷媒放出を禁止している。 

フランスでは、充填冷媒量が 2kg 以上の機器を設置している業者は行政に登録を行い、

当該業者は、機器の保守、修理、廃棄時に、冷媒フロン類を回収することが義務化され
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ている。 

ドイツでは、販売業者が自社販売機器の回収・処理を行うことを義務化している。 

デンマークでは、冷媒フロン類充填業者が冷媒購入時に KMO(デンマーク・フロン協議

会）に対して冷媒フロン類の破壊処理費用に見合う費用を支払う(別途、冷媒課税も設け

られている）。デンマークの費用負担は、機器への再充填時であってもバージン冷媒で

あれば冷媒フロン類充填業者の支払義務が発生する仕組みとなっている。 

 

ウ．各種リサイクル法とフロン回収破壊法との比較 

フロン回収破壊法では機器廃棄後のフロン類回収を義務付けているが、国内の他のリ

サイクル法(自動車リサイクル法、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関す

る法律（以下、「容器包装リサイクル法」という。）、家電リサイクル法、建設工事に

係る資材の再資源化等に関する法律（以下、「建設リサイクル法」という。）)において

も同様に、廃棄された製品の取扱いを各機器の状況に適応した形で定めている。フロー

図を参考 7に示す。 

フロン回収破壊法の対象は容易に気化するフロン類であり、その回収と破壊を目的と

しているが、各リサイクル法が対象としているのは製品の廃棄物であり、そのリサイク

ルを目的としていることから、対応方策についてはそれぞれの観点から検討することが

必要であるものの、これらにおける廃棄された対象物品の処理フローについて単純に比

較すると、次のような点が大きな違いとして挙げられる。 

 

・フロン回収破壊法では、廃棄者と対象物品(この場合はフロン類)の処理を行う者と

の間に廃棄された機器の取り次ぎを行う者が位置づけられてはいない。自動車リサ

イクル法では引取業者が、家電リサイクル法では小売業者が、というように廃棄者

から直接廃棄物品の引渡しを受ける者が明確にされている。 

・フロン回収破壊法では第一種特定製品からの冷媒フロン類の回収に係る費用は廃棄

者から直接又は取次業者を通じてフロン類回収業者に支払われることとなっている。

自動車リサイクル法や家電リサイクル法では最終所有者が指定法人に預託すること

とされている。例えば、自動車リサイクル法の場合は、原則、新車所有者は購入時、

既販車所有者は制度開始後最初の車検時までに、資金管理法人にフロン類の破壊等

に係るリサイクル料金を納めなければならないこととなっており、フロン類の回収

や破壊に要した費用は、資金管理法人から自動車製造業者等を通じてフロン類回収

業者等に支払われる。また、家電リサイクル法においては、排出者は機器廃棄時に

小売業者や市町村からリサイクル券を購入することにより、廃棄機器のリサイクル

費用を支払う。支払われた費用はリサイクル券センターを介し、製造業者等に支払

われる。このリサイクル費用にはフロン類の回収・破壊に要する費用が含まれてい

る。 
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(４）問題点の整理 

 

 こうした状況等を踏まえると、業務用冷凍空調機器からの冷媒フロン類回収における問題

点が浮かび上がってくる。 

 

 まず、そもそも、廃棄者がフロン類回収を発注しなければフロン類回収はなされない。回

収率が低迷している原因として廃棄者が発注をしていない事例があることは否定できない。

廃棄者の態度が、フロン類回収の実施に決定的な意味を持つ場合があることは、アンケート

において、施主に応じて契約書にフロン類回収の項目を組み込んでいないとした建設業者や

建物解体業者があることからも窺える。廃棄者が発注しない要因を推測すると、第一には、

フロン類回収制度を認知していないために、フロン類の引渡義務があることを知らない事例

があると言える。第二には、引渡義務があることを知っていても、フロン類は無色無臭の気

体であり、大気中に放出しても跡が残らないことから、フロン類を回収しなくとも問題とは

ならないというようなモラルの欠如があると考えられる。 

また、契約書や見積書にフロン類回収作業の費用項目が明記されていないことが、責任を

不明確とする要因となることが考えられるとともに、明記した場合であっても、建設業者に

対するアンケート結果等にあるように、フロン類回収費用を値引きと対象として考え、十分

な費用を支払わないことが見受けられることも問題点として挙げられる。 

 

 次に、廃棄者からフロン類回収を含めて機器の処理依頼を受けた取次業者においても問題

が生じていると考えられる。 

 機器の廃棄形態によっては、廃棄者から回収業者までの間に複数の取次業者が関わる場合

があり、フロン類回収の発注や費用が伝わっていない可能性がある。例えば、アンケート結

果からは、建物解体時には、建設業者から下請け業者にフロン類回収を発注している事例が

多いが、回収業者側ではそうした業者からの発注が少なく、取次業者の間でフロン類回収の

発注が伝わっていない場合があることが示唆される。このように取次業者から回収業者への

発注がなされない原因としては、業務用冷凍空調機器については、旧フロン回収破壊法にお

けるカーエアコンや家電リサイクル法のように、廃棄者と回収業者(廃棄物の処理を実施する

業者）の間に入る業者に対する義務づけが行われていないために、取次業者のフロン類回収

に対する意識が低く、取組が適切になされないといった点が懸念される。 

 

 さらに、回収業者に対するアンケートや、地方の事業協会における集計では、整備時の回

収が行われていることが明らかであり、また、東京都では条例で整備時の回収が義務付けら

れているが、フロン回収破壊法に基づいた全国で統一した整備時の回収についての義務づけ

や回収したフロン類の取扱い方が明確になっていない点が懸念される。 

 

 このようなことから、現状のフロン類回収の問題点は次のように整理される。 

 

ア．廃棄者の問題点 

廃棄者が、 

（ア)自らが回収を発注しなければならないことを認識していない。 

（イ)引渡義務を認識していても、フロン類の回収を自ら発注しない又は自ら発注し
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たとしても適切な発注ではない。 

ということが考えられ、このため、フロン類の回収作業の発注を回収業者に直接また

は機器の廃棄処理発注の際に必ずしも行っていないと言え、このために、フロン類の

引渡義務が必ずしも実施されていない。 

 また、廃棄者や取次業者が契約書や見積書にフロン類回収作業の費用項目を明記し

ていないことが問題として挙げられるとともに、明記した場合にあっても、廃棄者が、

フロン類の回収費用を値引きの対象と考えることなどによりフロン類の回収に要する

費用を十分支払わないことがあることも問題点に挙げられる。 

 

イ．取次業者の問題点 

(ア）取次業者に対する義務が明確にされていないため、取次業者においてフロン類回収

を確実に発注しなければならないとの意識がなく、また、回収の発注がなされない。 

(イ）廃棄機器が複雑な処理フローの中で複数の取次業者による手続きを経ていく中でフ

ロン類回収の発注や必要となる費用が伝わらない。 

 

ウ．その他の問題点 

機器の廃棄時の回収のみ義務化されているが、整備時の回収については義務づけがな

されていない。整備時に回収されたフロン類の取扱いが明確にされていない。 

フロン類回収業者に十分な能力がない業者があることや、フロン類回収に十分な時間

が確保されない場合があることなどにより、回収業者による回収が適切に行われないこ

とがある。 
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２．必要と考えられる措置の考え方 

 

 本検討会では、フロン類回収を推進する上での問題点を１．（４）のようにとりまとめた

ことを踏まえ、これらの問題点に対応するための対策として、複数の措置について検討を行

い、それぞれの特徴と問題点を整理した。 

 本検討会においては、まず前述のとおり、短期的な目標として、2008 年以降の 5年間にお

いて回収率を 60%に引き上げることを設定し、これを達成するためにはどのような措置があ

りうるのか、との観点から幅広く検討を行った。この目標を達成するためにはまず回収を担

保するシステムを見直すことが考えられ、（１）において、フロン類の確実な回収を担保す

るシステムについての複数の案を挙げ、それぞれについて検討を行った。また、目標達成を

より確実にするためには、システムの見直しに加えて費用負担の在り方を見直すことも必要

との意見もあったところ、費用負担の在り方を検討するためには、ある程度、その具体的な

形を元に検討することがわかりやすいと考えられたことから、（２）において、想定される

いくつかのパターンを設定した上で課題、論点の整理を試みた。 

 なお、本検討会での検討は、それぞれの措置の内容や課題を整理し、今後の検討の基礎資

料とすることを主な目的としており、必ずしもこれらの措置の導入を前提としたり、いずれ

かの措置を強く薦めることを議論したりするものではないことに留意する必要がある。 

 

（１）フロン類の確実な回収を担保するシステムについて 

課題に対応し、次の点に整理して対策を検討した。 

ア．廃棄者からのフロン類回収作業の発注を担保する措置 

イ．廃棄機器の処理過程におけるフロン類回収を確実にする措置 

ウ．機器の整備時のフロン類回収を義務化する措置 

 

ア．廃棄者からのフロン類回収作業の発注を担保する措置 

フロン回収破壊法においては、業務用冷凍空調機器の廃棄者に対して、第 4条において

排出抑制指針に従ってフロン類が適正かつ確実に回収されるために必要な措置を講じな

ければならない責務、第 19 条において回収業者に対し廃棄機器中の冷媒フロン類を引き

渡さなければならない義務、第 37 条第 2 項において回収業者の請求に応じて適正な料金

を支払うことによりフロン類の回収等の費用を負担するものとするという責務が定めら

れている。しかしながら、フロン類の回収率が低迷している原因の一部として、全ての廃

棄者がこれらの責務や義務を必ずしも果たしていないことが考えられる。 

このように、廃棄者がこれらの責務及び義務を果たすことを徹底することが必要であり、

このため、制度の周知徹底はもちろんのこと、現行制度に追加した措置を講じることが必

要となることも想定される。その場合の措置として考えられるものには次がある。 

 

（ア）引渡義務違反に対する罰則について 

 現行制度では、廃棄者のフロン類回収業者へのフロン類の引渡義務の違反に対する罰

則規定がないが、引渡義務の履行をより確実にするため、罰則規定を設けることが考え

られる。 

 この罰則は、機器を廃棄したにもかかわらず、フロン類の回収作業の発注の記録がな

い場合には、引き渡し義務を履行していない、とみなしうると考えられることから、み
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だり放出禁止8と比較して、違反を証明することが容易と考えられるため、これまでに比

べて罰則適用の可能性が高く、効果が期待される。なお、フロン類回収作業の発注の記

録としては、フロン類回収の発注を明記した取次業者や回収業者への契約書等の書面、

フロン類が回収されたことの証明書などが該当するものと考えられ、廃棄者が引渡を確

実に行うことにより、こうした書面を残すことが引渡義務の履行を証明することになる

と考えられる。 

 

（イ）フロン類が回収されたことの証明書を確認する義務について 

 廃棄した機器からフロン類が回収されたことを、廃棄者が確認することが可能となる

仕組みを導入することが考えられる。このような仕組みによって、廃棄者自身が自ら発

注したフロン類回収が適切に行われたかどうかを確認することができ、したがって自ら

が引渡義務を確実に果たすことができたかどうかを知ることができるとともに、廃棄

者・所有者がフロン類回収を行ったかどうかを第三者が確認することが可能となるとい

う効果が期待できる。 

 こうした仕組みとしては、既存の事例を参考にすると、フロン類を対象としたマニフ

ェスト制度や、フロン類回収処理管理票の発行といった仕組みが考えられる。 

 

ａ．フロン・マニフェスト 

フロン・マニフェスト制度は、産業廃棄物のマニフェスト制度のように、事業者に

よる廃棄機器の処理やフロン類回収の過程を把握しようとするものである。これは、 

 

・機器の廃棄者は、直接回収業者に発注する場合は、フロン・マニフェストを回収

発注と同時に回収業者に交付し、フロン類回収を廃棄機器処理の発注内容に含める

ことによりフロン類回収作業の発注自体を機器処理を発注した業者に依頼する場

合は、機器処理発注と同時に当該業者に交付する。 

・冷媒フロン類が充てんされた状態の廃棄機器の処理や運搬の発注を受けた事業者

が、機器を処理または運搬のために他の事業者へ引き渡す場合は、引渡の発注書と

共にフロン・マニフェストを送付し、またはフロン類回収を回収業者に依頼する場

合には、回収業者にフロン・マニフェストを送付する。また、こうした他の事業者

への送付と同時に、廃棄機器の処理や運搬の発注元及び廃棄者（発注元と同一の場

合もある）へフロン・マニフェストの写しを回付する。 

・フロン類回収業者は、機器からの冷媒フロン類の回収を行った際に、フロン類回

収の発注元及び廃棄者（発注元と同一の場合もある）へフロン・マニフェストを回

付する。 

・廃棄者及び機器の処理や運搬の発注を受けた業者は、各業者から回付されてきた

フロン・マニフェストを確認し、一定期間保管する。また、一定期間内に各業者か

らフロン・マニフェストの写しが送付されない時、または虚偽の写しの送付を受け

たときは、行政に報告する。 

 

などという制度が想定される。なお、機器中にフロン類が充てんされた状態で廃棄

                                                 
8 これまでにみだり放出禁止違反で検挙された例はない。 
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される場合には、機器自体の産廃マニフェストにフロン類の項目を追加することも考

えられる。 

 

ｂ．フロン回収処理管理票 

フロン類が回収されたことを証明する方法として、フロン類回収業者がフロン類を

回収した際に回収証明書を発行することが考えられる。そのような機能を持つ既存の

仕組みとして、社団法人日本冷凍空調設備工業連合会が、管理票と証明書が一体とな

ったフロン回収処理管理票を位置付け、その運用管理を行っているものがあり、これ

を例として取り上げ検討を行う。これは、 

 

・フロン類回収の発注を受けた、取次業者又は回収業者は、廃棄者に代わってフロ

ン回収処理管理票を発行する。発行の際、管理票の写しを廃棄者に送付する。 

・取次業者は、フロン類回収の発注とともに回収業者に管理票を渡すとともに、管

理票の写しを保管する。 

・フロン類回収業者は機器からのフロン類の回収を行った際に、フロン類を回収し

たことを証明した管理票を、回収費用請求書とともに廃棄者または発注者へ送付す

る。 

 

というものである。なお、社団法人日本冷凍空調設備工業連合会によるフロン回収処

理管理票は、フロン類回収後に再生業者または破壊業者まで回付されているが、今回

の検討対象はフロン類回収率の向上であるので、回収後については説明を省略した。 

 

これらを比較すると、フロン・マニフェスト制度は、機器の処理に携わる全ての者が

廃棄者に処理を行ったことを通知するよう設計されることから、廃棄者は機器の処理の

各過程における機器の取扱いと、フロン類の回収が確実に行われたことを確認すること

が可能となる。しかし、フロン・マニフェスト制度は、機器の処理過程に係わる全ての

業者が機器の処理依頼先、処理発注元及び廃棄者に管理票を送付することが必要であり、

複雑なシステムになるので、確実に実施されることをどう担保するかが課題であり、こ

うした業者に対する管理措置を並行して導入することや、取次業者の階層を減らすなど

機器の廃棄処理におけるフロン類回収作業の発注の依頼ルートの簡素化等を検討するこ

と、マニフェスト制度を支援・管理するための何らかの組織の整備を検討することが必

要であると考えられる。 

フロン回収処理管理票制度は、フロン・マニフェスト制度に比べて、機器の処理に係

わる業者の手間を軽減することができるので、制度自体の運営はより容易であるという

長所があるが、複数の取次業者が廃棄者と回収業者の間にある場合に、取次業者の間で

問題があり、フロン類回収の発注が途切れた場合には、どこに問題があって回収がなさ

れなかったのかを確認することができないため、取次業者を１業者のみとすることが望

ましいと考えられる。また、特に取次業者の段階において、確実に実施されることを担

保するため、こうした業者に対する管理措置を並行して導入することが必要であると考

えられる。 

なお、どちらの制度案でも、電子証明書による送付・回付システムの構築も効果があ

ると考えられるが、そうした組織やシステムを設立する場合には大きな費用や手間、各
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関係業者による確実な実施の担保措置が必要となることが課題となる。 

 

（ウ）フロン類回収の発注手続きの明確化について 

 廃棄者によるフロン類の引渡義務が実施されることを具体的かつ明確に位置付けると

ともに、その実施を容易に確認することができるようにするため、廃棄者はフロン類回

収をフロン類回収業者に直接書面にて発注することを義務づけることが考えられる。 

 現状では、フロン類回収を廃棄機器処理の発注内容に含めることにより、フロン類回

収作業の発注自体を機器処理を発注した業者に依頼した場合に、機器を処理する業者か

らフロン類回収業者にフロン類回収の発注が行われず、フロン類回収が行われない事例

が生じており、また、フロン類回収業者には、発注者との間に他業者が入ることにより

適正なフロン類回収の費用が支払われていないという不満が見られるが、この制度を導

入することにより、これらの問題は解消可能と考えられる。 

しかし、機器の廃棄処理発注の際にフロン類回収のみ直接回収業者に発注することは、

現在の実際の機器処理発注の形態と大きく異なるものと考えられるため、実施のための

周知の徹底が課題であり、また、直接発注が実施されていることの確認が難しいことが

懸念される。加えて、機器の移動先でフロン類回収が行われるような場合には、機器の

廃棄からフロン類回収までの間にフロン類が放出されることがないことを担保するため

の手段を別途、検討する必要がある。 

 

（エ）機器を廃棄する際の届出について 

 廃棄者によるフロン類の引渡義務の実施を担保するための措置として、機器の廃棄の

際にフロン類の回収を行うことについて行政への届出を義務づけることが考えられる。 

その際、機器を廃棄することのみを届出事項とすることは、行政側で廃棄実態の把握

が困難であり届出の実施が十分行われるとは考えにくいことから、他の何らかの届出の

際に機器の廃棄時にフロン類回収が行われることをあわせて届け出る、という方法が考

えられる。この場合の他の届出には、例えば建築基準法や建築リサイクル法による建物

の解体時の届出、省エネルギー法による届出等と組み合わせることが考えられるが、組

み合わせを検討する際には、こうした制度との整合を十分考慮しなければならない。ま

た、このような例の場合は、機器の廃棄の形態のうち、建物解体の場合のみを対象とす

ることになるが、機器廃棄形態の過半数を占める機器の更新時の対応について考慮する

必要がある。また、フロン類回収の際には回収基準に従って回収しなければならないこ

とが既に定められていることから、これを守ることで適切なフロン類回収が行われるこ

ととされているところであり、機器廃棄の際のフロン類回収について届出を行い、行政

が確認すべき事項にはどのようなものがあるかについて、十分な検討が必要である。 
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イ．廃棄機器の処理過程におけるフロン類回収を確実にする措置 

 問題点の一つとして、取次業者における問題点が挙げられるが、現行フロン回収破壊

法においては、業務用冷凍空調機器について取次業者の位置付けがないことから、取次

業者がフロン類回収のため、適切な行動を促すためには、取次業者に対する措置を講じ

ることが必要となることも想定される。その場合の措置として考えられるものには次が

ある。 

 

（ア）機器の廃棄処理に携わる取次業者の位置付けについて 

 廃棄者が機器を廃棄する際には、フロン類回収を、直接回収業者に発注する場合と、

フロン類回収を廃棄機器処理の発注内容に含めて業者に発注する場合がある。後者の場

合は、廃棄者からフロン類回収を含む機器処理の発注を受けた業者は、機器の処理を他

の業者に発注する場合があるが、その際には、フロン類回収を確実に発注するよう、廃

棄者が発注先に依頼することとなる。このように、廃棄者と実際にフロン類回収を行う

業者の間に他の業者が介在する場合は、そのような業者が機器の廃棄処理を行う過程に

おいて、フロン類が放出されることがないことと、他業者への機器処理の発注にフロン

類回収を確実に含めること、また、廃棄された機器が解体されるまでに、いずれかの段

階において必ずフロン類回収が発注されることが必要である。 

 

このため、機器の廃棄処理過程に携わる事業者を取次業者として、法における位置づ

けを明確にし、廃棄者は直接回収業者にフロン類回収を発注しない場合には、取次業者

に機器の処理を委託しなければならず、その委託にフロン類回収を含めることを書面に

明記することと、取次業者は引き取った機器についてフロン類回収をフロン類回収業者

に書面により委託するか、他の取次業者への機器の処理委託にフロン類回収を含めるこ

とを書面に明記することを義務づけることが考えられる。 

 こうした取次業者には、設備工事業者、機器の販売店や産廃処理業者が、建物解体に

伴う機器の廃棄の際には、建設業者や建物解体業者といった事業者が該当するものと想

定される。このような業を営む事業者は全国に約 10 万社、それらの事業所は約 17 万 5

千ヶ所と、その数はかなり多く、現在の第一種フロン類回収業者の数を大きく越えるも

のと考えられるため、取次業者に対する管理を確実にするために、例えば、届出制度又

は登録制度を設けることとした場合に、管理事務コストが嵩むことが問題になると考え

られる。また、機器処理フローにおいては取次業者から取次業者へ引き渡すこともあり

うるが、どの取次業者がフロン類回収を委託しなければならないのかという責任を明確

化することが可能であるかどうかが、課題の一つと考えられる。 

 なお、取次業者は必ず回収業者に直接発注することとし、個々の廃棄機器処理フロー

における取次業者を一に限るといったことも考えられる。 
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表 2-1 取次業者として想定される事業者等の数 

（企業数） 

取次業者の種類 業種（産業分類上） 企業数 

管工事業（さく井工事業を除く） 38,408 
設備業者 

機械修理業 6,775 

販売店 電気機械器具卸売業 10,872 

産廃処理業者 産業廃棄物処理業 3,279 

一般土木建築工事業 14,277 建設業者 

建物解体業者 建築工事業(木造建築工事業を除く) 22,534 

合計 96,145 

（事業所数） 

取次業者の種類 業種（産業分類上） 事業所数 

管工事業（さく井工事業を除く） 61,881 
設備業者 

機械修理業 21,485 

販売店 電気機械器具卸売業 27,426 

産廃処理業者 産業廃棄物処理業 5,551 

一般土木建築工事業 22,495 建設業者 

建物解体業者 建築工事業(木造建築工事業を除く) 36,008 

合計 174,846 

（いずれも平成 13 年度企業・事業所統計より） 

 

（イ）産業廃棄物処分業者が廃棄機器を最終処分する際の確認について 

 廃棄された機器が、最終処分されるまでにフロン類回収が行われることを担保するた

めに、産業廃棄物処分業者は廃棄物処理（中間処理又は最終処分）のために業務用冷凍

空調機器を引き取る際にはフロン類が回収済みであることを確認することを義務付ける

ことが考えられる。産業廃棄物処分業者が当該機器がフロン類回収済みであるか否かを

確認できるようにするためには、例えば、フロン類回収業者はフロン類回収済みである

ことを証明するシールを当該機器に貼付するなど、何らかの形で確認手段を設けること

が必要である。 

 この制度においては、フロン類回収が行われていない機器の引取りを、産業廃棄物処

分業者が拒否した場合、その機器のフロン類回収が適切に行われず、そのままフロン類

が放出されてしまう可能性があることが課題と考えられる。 

 また、現状の廃棄機器の処理形態を見ると、フロン類が入った機器を廃棄者から他の

業者を介さずに産業廃棄物処分業者が引き取るパターンがあり、特に小型の一体型の機

器にはこのような場合が多いと考えられることから、一律に回収済み機器のみしか産業

廃棄物処分業者は引き取ることができない制度とすると、こうしたフローの障害となっ

てしまう。 

 一方、ア．（イ）に挙げたうち、フロン・マニフェスト制度が導入された場合には、

機器の廃棄処理過程の各事業者の取扱い状況を確認することにより、いずれかの段階に

おいてフロン類回収がなされることを担保できるものと考えられるので、あえてこの制

度により産業廃棄物処分業者の段階でのフロン類回収済みの確認を行う必要はないと考
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えられる。また、イ．（ア）の取次業者が位置付けられる場合には、産業廃棄物処分業

者も取次業者に含まれることとなるので、フロン類が入っている機器を産業廃棄物処分

業者が引き取った場合においても、当該フロン類の回収に関する手続きを実施する義務

が産業廃棄物処分業者にかかることから、フロン類回収が行われることを担保すること

が可能であると考えられる。 

 

ウ．機器の整備時のフロン類回収を義務化する措置 

 問題点の一つに、現行フロン回収破壊法において整備時の回収についての規定がないこ

とが挙げられていることから、整備時の回収に対する措置を講じることが必要となること

も想定される。その場合の措置として考えられるものには次がある。 

 

（ア）機器の整備時のフロン類回収について 

 現行制度は、機器の廃棄時のフロン類回収のみが明示的に制度化されているが、機器

整備時のフロン類回収の際に、確実にフロン類回収が行われるための制度を設けること

が考えられる。 

 具体的には、機器の所有者は、機器廃棄時のフロン類回収と同様に、整備時に回収さ

れるフロン類は第一種フロン類回収業者に引き渡さなければならないこと、第一種フロ

ン類回収業者は整備時のフロン類回収時にフロン類回収の基準を守らなければならない

こと、回収されたフロン類は再利用されるものを除き破壊業者に引き渡さなければなら

ないこと、第一種フロン類回収業者は整備時のフロン類回収量を記録し、毎年度、都道

府県知事に報告しなければならないこと等を義務付けることが考えられる。また、ア及

びイにおいて検討した廃棄時の措置には、フロン類が回収されたことの証明書のように、

整備時の措置としても位置づけることが可能なものもあると考えられる。 

 ただし、機器の整備時においてフロン類の回収を行うかどうかは一般的には整備を行

う整備業者が判断するものと考えられることから、整備時に回収したフロン類を引き渡

す義務を負うのは、機器の所有者と整備業者のいずれとすることが適当であるかについ

ての検討が必要である。しかし、いずれの場合であっても、フロン類の回収費用は機器

の所有者が負担することを明確にすることが必要であると考えられる。 

 

（イ）機器の所有者による所有機器の冷媒の管理について 

 整備時のフロン類回収の確認を担保するために、一定規模以上の機器の所有者は機器

中の冷媒量について整備時又は一定期間ごとに確認し、記録することを義務付けること

が考えられる。また、これは機器の廃棄の際のフロン類回収が確実に実施されたことを

確認する上でも有効である。 

 この制度の検討に当たっては、機器中の冷媒量を目安に裾切りを設定することが考え

られるが、その設定には、冷媒量の確認が実効性を持つ範囲とする必要があり、例えば、

一体型の機器は使用中の漏れは少ないことから、対象外とすることが可能と考えられる。

また、所有者が管理義務を実施していることを確認するためには、行政（例えば、都道

府県）による所有者に対する管理制度（例えば、指導、勧告、立入検査）を設けること

や、地域の工業会、設備協会や協議会等による取組を進めることが考えられる。ただし、

行政による管理の実施のために対象となる機器の所有者が誰であるかを行政が把握する

必要がある。 
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なお、冷凍空調機器の所有者は一定規模以上の機器については、高圧ガス保安法の有

資格者による定期的自主保安義務がかけられており、冷媒量管理とどう整合を取るか課

題である。また、行政としては都道府県の保安管理部門が管理し、実務としては都道府

県の保安協会が担当しており、これらの制度の活用も考えられる 

 

（ウ）機器の所有者の把握について 

 機器の廃棄者及び機器の所有者による廃棄時及び整備時のフロン類引渡し義務の実施

を確実に確認することができるようにするため、機器の所有者は行政に届け出ることを

義務付けることが考えられる。また、機器の廃棄時の届出も義務づけることが考えられ

る。 

 その際、既存の機器は約 2,100 万台と見込まれており、これら全てに届出義務を課し

た場合に全ての機器についての届出が確実になされることは想定しにくく、届出の管理

や所有者の手間・費用と制度の効果を考慮して、一定規模以上の機器を対象とすること

が必要であると考えられる（表 2-2）。また、機器１台当たりの冷媒量の基準のみでは

なく、一事業所に存在する一定規模以上の機器中の冷媒量の合計を基準として、事業所

単位で届け出ることも考えられるが、その場合は、事業所中の機器の廃棄・増設や事業

所の変更等により届出対象になったり、ならなくなったりすることへの対応を検討しな

ければならない。また、このような既存の機器の所有者による確実な届出のための対策

を講ずることが必要であると考えられ、例えば、所有者の届出を促すなどの販売店や設

備業者等所有者に直接関わっている事業者の協力や、他制度による冷凍空調機器の把握

に関する措置との連携などが考えられる。さらに、機器の使用は長期間に渡り、機器の

所有者が変わる割合が高いと考えられ、届出内容の有効性維持が課題である。 
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表 2-2  冷媒量の多い機器の種類 

出荷時平均
冷媒充填量
（ｇ/台）

市中台数
（台）

累計台数
（台）

市中機器中
冷媒充填量
（ｔ）

累計冷媒量
(t)

累計冷媒充
填量カバー
率

遠心式冷凍機 688,000 9,920 9,920 5,163 5,163 5%
スクリュー冷凍機 200,000 50,915 60,835 10,038 15,201 15%
チリングユニット 30,000 167,959 228,794 4,628 19,829 20%
GHP 20,000 334,249 563,043 6,615 26,444 27%
別置形冷凍冷蔵ショーケース 7,000 1,124,476 1,687,519 7,781 34,225 34%
パッケージエアコン 6,530 9,926,091 11,613,610 59,705 93,930 94%  

（（株）野村総合研究所推計） 

 

エ．措置の組み合わせによるシステムのパターンについて 

 （ア）組み合わせの例 

 これまでの考えられる措置の案について、同様な効果が得られると考えられる、重

複する措置は、 

 

  ａ．フロン・マニフェストと、フロン回収処理管理票 

  ｂ．回収業者への直接発注義務及び産廃業者の回収済み機器のみ引取と、取次

業者の位置づけ 

  ｃ．機器廃棄時の届出と、所有者の届出及び所有者による冷媒管理 

 

がある。 

ここで、ｃの所有者による冷媒管理措置はその実施を担保するために所有者に対す

る確認ができるよう所有者の把握措置と組み合わせることが必要と考えられる。 

 

 これらのうち、ｂの回収業者への直接発注義務は、機器が移動された場所でフロン

類回収が行われる場合、a のフロン回収処理管理票制度では発注を受けた回収業者が

管理票を発行することとなるが移動作業を行う業者には管理票が渡らない場合がある

ことも考えられる。この場合には、当該業者がフロン類が放出しないよう機器を適切

に取り扱っているかどうかを確認することができないため、ａのフロン・マニフェス

トと組み合わせる必要があると考えられることを考慮し、措置を組み合わせたシステ

ムの例として表 2-3 が考えられる。なお、これらのシステム中の措置は必要性に応じ

て追加や削除することが可能なものも含まれる。 
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表 2-3 システムのパターン案 

 

Ａパターン Ｂパターン Ｃパターン  

Ａ１ Ａ２ Ｂ１ Ｂ２ Ｃ１ Ｃ２

1-ｱ    廃棄者引渡義務違反罰則 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

1-ｲ（ａ）  フロン・マニフェスト ○ ○ ○ ○   

1-ｲ（ｂ）  フロン回収処理管理票     ○ ○ 

1-ｳ    回収業者への直接発注義務 ○ ○     

1-ｴ    機器廃棄時届出 ○  ○  ○  

2-ｱ    取次業者を位置付け   ○ ○ ○ ○ 

2-ｲ    産廃業者は回収済み機器のみ引取 ○ ○     

3-ｱ    整備時引渡義務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3-ｲ    所有者による冷媒管理  ○  ○  ○ 

3-ｳ    所有者の届出  ○  ○  ○ 

 

 各パターンについて、機器廃棄時の形態として事例が多いとされる、①所有権がユーザー

にある業務用空調機器の更新に伴う廃棄（機器廃棄形態の約 48%）と②所有権がユーザーに

ある業務用空調機器の建物解体に伴う廃棄（機器廃棄形態の約 24%）の場合のフローの例に

ついて、特に取次業者を通じてフロン類回収作業の発注がなされる場合の事例を参考 8に示

す。なお、図ではフロン類回収実施に必要な作業の発注の担保としての考え方も併せて示し

ている。 

 

（イ）システムのパターンの検討 

 ａ．ＡパターンとＢパターン 

 Ａパターンは、回収業者への直接発注義務が特徴である。直接発注の義務付け

によりフロン類回収業者への回収発注が確実に行われれば、取次業者に対する管

理を強化する必要がないため、取次業者を位置づけた場合に生じる行政及び事業

者の大きな負担を避けることが可能と考えられる。しかし、直接発注の場合は、

一体型の廃棄機器が移動された場所においてもフロン類回収が確実に行われるこ

とを担保するために、フロン・マニフェストと組み合わせる必要があると考えら

れ、フロン・マニフェスト制度の実施を担保するためには、マニフェストを取り

扱うこととなる取次業者に対する管理が望ましいことから、結局、取次業者に関

する措置を導入することが必要である可能性が高い。 

 このため、直接発注は、Ｂパターンに直接発注義務を追加した形でないと実行

の担保がとれなくなると考えられ、行政及び事業者の追加負担が比較的小さいと

いう直接発注の利点が損なわれることとなる。これにより、周知徹底や実施の確

認が困難であるといった直接発注の問題が相対的に大きくなると考えられる。ま

た、取次業者に対する管理を徹底し、取次業者を経由してフロン類回収業者への

発注が確実に行われることにすれば、直接発注を義務付ける必要性が薄れると考

えられる。 

 こうしたことから、ＡパターンとＢパターンでは、制度の実現性を考慮すると

Ｂパターンにまとめて考えることとなる。 
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ｂ．ＢパターンとＣパターン 

 これらの違いは、フロン・マニフェストとフロン回収処理管理票のどちらの措

置とするかの違いであり、これらの比較については（１）ア．（イ）において記

述したとおりである。 

 

ｃ．各パターンの１と２ 

 これらの違いは、機器廃棄時の届出と所有者の届出（及び所有者による冷媒管

理）のどちらの措置とするかの違いである。 

 いずれの措置も、届出の実施を確保することが課題である。所有者の届出は、

機器を所有しているにもかかわらず届出がなされていなければ義務違反であると、

すぐに判断できるので、機器廃棄時の届出よりも届出を行わない者を見つけるこ

とが容易であると考えられる。機器廃棄時の届出が確実に実施されるようにする

ためには、他の法制度との連携や取次業者の責務や義務に届出を促進するような

取組を位置付けるといった工夫が必要と考えられる。 

 また、所有者の届出は、廃棄時のみではなく整備時及び所有中の管理に対して

も効果がある。 

一方、機器廃棄時の届出については、所有者の届出制度に比べて行政や事業者

の事務量の増加は少ないが、必要とされる届出の内容が多くはないので、届出制

度の必要性に係る理由を十分に検討しなければならないと考えられる。 

 

 各パターンの、主な長所と問題点を比較すると、次となる。 

 

表 2-4-1 Ａ、Ｂ及びＣパターンの主な効果と問題点の比較 

 

 Ａパターン Ｂパターン Ｃパターン 

長所 ・取次業者を位置付けないた

め、行政コストを低減できる

可能性あり。 

・マニフェストにより機器の処

理、フロン類回収の各段階

を把握できる。 

・フロン回収処理管理票は取

次業者の作業負担をマニフ

ェストよりは軽減できる。 

問題点 ・マニフェストと組み合わせる

ことが必要なため、結局マ

ニフェスト制度実施のため

取次業者を位置付ける必

要があり、結局Ｂパターン

に含まれることとなる。 

・マニフェスト実施のため取

次業者の作業量が増大す

る。 

・取次業者を管理する行政コ

ストが大きい。 

・取次業者を管理する行政コ

ストが大きい。 

・回収できなかった場合にど

こに問題があったか把握で

きない機器処理パターンが

想定される。 

・取次業者を一業者のみとす

ることが望ましい。 
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表 2-4-2 各パターンの１及び２の主な効果と問題点の比較 

 

 各パターンの１ 各パターンの２ 

長所 ・行政や事業者の追加事務量が少ない。 ・整備時及び所有中の管理に対しても効果

がある。 

・機器廃棄時届出よりも届出違反を見つけ

やすい。 

問題点 ・届出の実施の確保が難しい。 

・他の法制度との連携や取次業者の責務や

義務に届出を促進するような取組を位置

付けるといった工夫をする必要となる。建

物解体時だけでなく機器更新時の連携が

可能か。 

・届出内容が少ないため必要性の説明が必

要となる。 

・届出の実施の確保が難しい。 

 

 34



（２）費用負担の在り方について 

業務用冷凍空調機器からのフロン類回収における問題点としては、１．（４）において、

廃棄者がフロン類の引渡義務を必ずしも実施していないことが挙げられており、その原因

としては、廃棄者がフロン類の引渡義務を有し、回収を発注しなければならないことを認

識していないこととともに、引渡義務を認識していても、フロン類の回収を自ら発注しな

い又は自ら発注したとしても適切な発注ではないことが挙げられている。 

また、廃棄者や取次業者が契約書や見積書にフロン類回収作業の費用項目を明記してい

ないことや、廃棄者がフロン類の回収破壊費用を値引きの対象と考えることなどにより、

フロン類の回収に要する費用を十分に支払わないことも問題点の一つとして挙げられてい

る。 

さらに、取次業者の段階においても、複数の取次業者による手続を経ていく中で、フロ

ン類の回収の発注や必要となる費用が回収業者まで伝わらないことが挙げられている。 

 

このような問題点に対応するためには、廃棄者が回収作業を確実に発注し、回収業者ま

で発注が確実に伝わり、回収作業に要する費用が適切に支払われることを確保する必要が

ある。 

現行制度は、機器の廃棄時に廃棄者が費用を負担し、回収・破壊が行われるというもの

であるが、現行制度をベースに、適切に発注がなされ、それに伴い回収・破壊費用が適切

に負担されるための措置については、予想される課題を（１）において検討したところで

ある。 

一方、自動車リサイクル法制度の立案時の議論においては、リサイクル料金の支払忌避

による不法投棄のおそれもあることを前提に、罰則の強化等規制的な措置による対応に加

え、リサイクル料金をあらかじめ確保することにより、使用済自動車の排出時点に新たな

費用負担を生じさせない制度が、不法投棄防止を図る上での解決策の一つとして検討され、

実際に、新車は販売時に、既販車は制度開始後最初の車検時（制度開始後最初の車検の前

に廃車にする場合は廃車時）までに当該自動車のリサイクル料金を自動車所有者が支払う

こととされた。 

また、OECDにおいても、1991 年の理事会において、加盟国に対し、環境政策において、

規制的な措置に加え、またはそれに代わるかたちでの経済的な手法の活用に努めるよう勧

告9がなされているところであり、その際に示された加盟国向けのガイドラインにおいて、

考えられる活用例として、フロン類（CFC等）を用いた冷凍冷蔵庫やエアコンのようなもの

について、事前に徴収した一定の金額を適切に処理がなされた場合に払い渡す制度を適用

することが掲げられているところである。その後も、OECDにおいては、使用済み製品の処

理に関する政策について研究10がなされてきたが、その中の一つとして、前払い処分料金

等の手法も取り上げられているところである。 

 

したがって、前述のフロン類回収を担保するシステムの検討と併せて、費用負担の在り

方についても幅広く検討を行い、今後の施策の基礎資料としていくことが重要である。 

 

                                                 
9 「環境政策における経済的手法の利用に関する理事会勧告 (C(90)177) 」OECD、1991 年 1 月 31 日 
10 「拡大生産者責任：政府向けガイダンスマニュアル」OECD,2001 年 3 月 16 日 
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ア．検討の方法 

費用負担の在り方の検討は、費用負担方法のパターンをモデルとしていくつか仮定した

上で、それらの比較を行い、課題や論点を整理することにより行うこととする。 

費用負担の方法については、様々なパターンが考えられるが、パターンを設定する上で

考慮すべき要素としては、次が考えられる。 

 

ａ．費用の負担者 

○ 機器所有者等 

○ 製造業者（機器製造業者、フロン類製造業者） 

ｂ．費用を負担する時点 

○ 機器廃棄時 

○ 機器購入時（販売時） 

○ 機器購入時から廃棄時までの任意の時点 

ｃ．費用の使用方法 

○ ある機器について徴収した費用を、当該機器について使用する（機器対応方式） 

○ ある機器について徴収した費用を、任意の他の機器（現に廃棄される機器）に

ついて使用する（機器非対応方式） 

 

また、新たに市中に投入される機器（新規機器）、既に市中に存在する機器（既販機器）

とを区別して考える必要がある。 

これらの要素の組合せのうち、機器所有者等が費用を負担するパターンにあっては、例

えば、既販機器について機器購入時に費用を負担するといったものは明らかに存在し得な

いし、新規機器について、機器購入時ではなく敢えて廃棄までの任意の時点の負担とする

のも現実的とは考えられない。 

また、製造業者が費用を負担するパターンにあっては、廃棄時に自ら製造した製品の確

認をしつつ当該製品に係る費用を負担するようなパターン以外は、基本的に機器対応方式

とすることは困難と考えられ、このため、新規機器・既販機器を分けて検討する実益に乏

しいと考えられる。 

形式的に存在する様々なパターンのうち、これらを除いたものの中から、比較の便宜も

考慮しつつ検討対象たるモデルを取り上げ、次の項目について比較を行った。その結果を

まとめたものが、表 2-5 である。 

 

イ 回収率向上への効果 

ロ 消費者・製造業者への影響 

ハ 直接の原因者と費用負担者との関係 

ニ 費用設定の技術的可能性等 

ホ 制度の運営コスト 

ヘ その他 

 

なお、具体的なパターンの概要は、参考 9に掲げる。 
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表2-5 回収破壊費用の負担の在り方について想定されるパターンとそれらの比較 

費用の負担者 費用を負担する時点 費用の使い方  回収率向上への効果 消費者・製造業者への影響 直接の原因者と負担者の関係 費用設定の技術的可能性 制度の運営コスト等 その他 

機器対応 （Ⅰ） 費用負担の面では現行と変わらないことか

ら、別途回収率を向上させるための対策を講

じる必要がある（例：フロン・マニフェスト制度

等） 

費用負担の面では現行と変わらないことか

ら、消費者・製造業者の低負荷品選好を促進

する対策を別途考える必要がある。 

直接の原因者＝負担者 

直接の排出者である機器所有者等が費用を負

担。 

直接の原因者が費用を負担するという点で家

電・自動車リサイクル制度と整合。 

機器が排出者責任で処理されることと整合。 

機器所有者等の負担する費用が、充てん量や

回収作業の実態に即したものとなる。 

フロン・マニフェスト制度を導入する場合

には、情報を管理するための仕組みが必

要となる可能性があるなど、一定のコスト

が発生する可能性がある。 

－ 機器の廃棄時 

機器非対応 － － － － － － － 

機器対応 （Ⅱ） 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率向上に

つながる可能性がある。 

ただし、廃棄時に実際にかかる費用が回収業

者等に適切に支払われるような仕組みとしな

ければ、適正に処理されない可能性がある。 

消費者：より費用負担の少ない機器の購入へ

のインセンティブが働く可能性がある。 

メーカー：より費用負担の少ない機器の開発

へのインセンティブがはたらく可能性がある。

直接の原因者＝負担者 

直接の排出者である機器所有者等が費用を負

担。 

直接の原因者が費用を負担するという点で家

電・自動車リサイクル制度と整合。 

機器が排出者責任で処理されることと整合。 

種類が極めて多様であり、また、同一形式で

も設置場所等の条件により充填量や回収の作

業性が異なることから、費用を適切に算出で

きるかといった問題がある。 

あらかじめ設定し徴収した費用と廃棄時に実

際にかかる費用との乖離の可能性がある。 

あらかじめ徴収した費用を管理するため

の仕組みが必要であり、そのためのコス

トが問題。 

 

既販機器からの費用徴収の実効性確

保が問題。 

不正行為を防止するため、回収破壊費

用の払渡しの際に請求が適切なもの

かをどのように確認するかが問題。 

新規機器：購入時 

既販機器：廃棄までの任意時 

 

機器非対応 （Ⅲ） 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率向上に

つながる可能性がある。 

ただし、廃棄時に実際にかかる費用が回収業

者等に適切に支払われるような仕組みとしな

ければ、適正に処理されない可能性がある。 

消費者：より費用負担の少ない機器の購入へ

のインセンティブが働く可能性がある。 

メーカー：より費用負担の少ない機器の開発

へのインセンティブがはたらく可能性がある。

直接の原因者≒負担者 

直接の排出者である機器所有者等が費用を負担

（ただし、機器非対応であることから、負担額と廃

棄時に実際にかかる費用とは一致せず、機器所

有者等間で負担が公平とはならない。） 

直接の原因者が費用を負担するという点で家

電・自動車リサイクル制度と整合。 

機器が排出者責任で処理されることと整合。 

種類が極めて多様であり、また、同一形式で

も設置場所等の条件により充填量や回収の作

業性が異なることから、費用を適切に算出で

きるかといった問題がある。 

 

あらかじめ徴収した費用を管理するため

の仕組みが必要であり、そのためのコス

トが問題。 

 

既販機器からの費用徴収の実効性確

保が問題。 

不正行為を防止するため、回収破壊費

用の払渡しの際に請求が適切なもの

かをどのように確認するかが問題。 

機器対応 － － － － － － － 

機器所有者等 

新規機器：購入時 

既販機器：（徴収せず） 機器非対応 （Ⅳ） 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率向上に

つながる可能性がある。 

ただし、廃棄時に実際にかかる費用が回収業

者等に適切に支払われるような仕組みとしな

ければ、適正に処理されない可能性がある。 

消費者：より費用負担の少ない機器の購入へ

のインセンティブが働く可能性がある。 

メーカー：より費用負担の少ない機器の開発

へのインセンティブがはたらく可能性がある。

直接の原因者≠負担者 

直接の排出者である機器所有者と費用負担者が

異なる（既販機器について、所有者が費用を負

担しない状態が相当期間継続し、公平な負担と

はならない。）。 

家電・自動車リサイクル制度とは異なる。 

現時点で発生する回収破壊費用の総額を機器

購入者にどのように按分するかが問題（負担

額が年ごとに異なる等の問題が生じる。）。 

新規にフロン類使用機器を購入する者が減少

すると、購入者一人当たりの負担額が大幅に

増加するおそれ。 

あらかじめ徴収した費用を管理するため

の仕組みが必要であり、そのためのコス

トが問題。 

 

不正行為を防止するため、廃棄時の払

渡しの際に請求が適切なものかをどの

ように確認するかが問題。 

機器対応 （Ⅴ） 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率向上に

つながる可能性がある。 

ただし、廃棄時に実際にかかる費用が回収業

者等に適切に支払われるような仕組みとしな

ければ、適正に処理されない可能性がある。 

消費者：メーカーの負担分が機器所有者等に

転嫁されれば、より費用負担の少ない機器の

購入へのインセンティブが働く可能性がある。

メーカー：より費用負担の少ない機器の開発

へのインセンティブがはたらく可能性がある。

なお、機器所有者等への転嫁が困難な場合に

は、メーカーの負担が増加する問題がある。 

直接の原因者≠負担者 

直接の排出者である機器所有者と費用負担者が

異なる。 

直接の排出者ではないメーカーが費用を負担す

る正当性があるか問題（特に、過去に出荷した製

品にかかる費用をメーカー負担とすることは責

任の遡及の問題がある。）。 

家電・自動車リサイクル制度とは異なる。 

メーカーの負担する費用が、充てん量や回収

作業の実態に即したものとなる。 

回収破壊業者の請求に対応し、請求が適

切なものかを確認するための費用等回

収破壊費用の負担以外のメーカー負担が

別途発生する問題。 

－ 機器の廃棄時 

機器非対応 － － － － － － － 

機器対応 － － － － － － － 

製造業者（フロ

ン類製造業者

又は第一種特

定製品製造業

者） 

（任意時：拠出金） 

機器非対応 （Ⅵ） 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率向上に

つながる可能性がある。 

ただし、廃棄時に実際にかかる費用が回収業

者等に適切に支払われるような仕組みとしな

ければ、適正に処理されない可能性がある。 

消費者：メーカーの負担分が機器所有者等に

転嫁されれば、より費用負担の少ない機器の

購入へのインセンティブが働く可能性がある。

メーカー：より費用負担の少ない機器の開発

へのインセンティブがはたらく可能性がある。

なお、機器所有者等への転嫁が困難な場合に

は、メーカーの負担が増加する問題がある。 

直接の原因者≠負担者 

直接の排出者である機器所有者と費用負担者が

異なる。 

直接の排出者ではないメーカーが費用を負担す

る正当性があるか問題（特に、過去に出荷した製

品にかかる費用をメーカー負担とすることは責

任の遡及の問題がある。）。 

家電・自動車リサイクル制度とは異なる。 

現時点で発生する回収破壊費用の総額を製造

業者にどのように按分するかが問題（廃棄台

数・回収フロン類のメーカーごとの割合は把握

が困難。また、現在の出荷割合と過去のシェ

アとは一致しない等の問題がある。）。 

あらかじめ徴収した費用を管理するため

の仕組みが必要であり、そのためのコス

トが問題。 

 

不正行為を防止するため、回収破壊費

用の払渡しの際に請求が適切なもの

かをどのように確認するかが問題。 

 



イ．各パターンの分析 

表 2-5 の比較をもとに、各パターンについて、メリットと問題点（検討課題）を次に整

理した。 

 

 （ア）パターンⅠについて 

   ａ．概要 

      現行制度と同様、機器所有者等は、フロン類回収業者が見積もった回収破壊費

用を機器の廃棄時に負担する（なお、フロン類の回収を確実にするため、フロン・

マニフェスト制度を導入し、情報管理のための一定の主体を置くことを想定。）。 

   ｂ．メリット 

     ○ フロン・マニフェスト制度を併せ講じることにより、廃棄者による引渡義務

の履行、回収破壊費用の回収業者、破壊業者への支払いが確保される等回収率

向上につながる可能性があること。 

○ 機器使用の便益を享受し直接の排出者たる機器所有者が回収破壊費用を負担

することから、直接の原因者＝負担者という関係が成立しているという点で、

家電リサイクル、自動車リサイクル制度と整合がとれていること。また、機器

自体が廃棄物として排出者責任により処理されることと整合がとれているこ

と。 

○ 機器所有者等が負担する費用が、充てん量や回収作業の実態に即したものと

なること。 

   ｃ．検討課題 

     ○ 廃棄者と回収業者との間に複数の主体（取次業者）が介在するが、このよう

な構造の中で、現行のシステムにフロン・マニフェスト制度を付加することで、

引渡義務の履行、回収破壊費用の支払いの確保に実効性を有するかが問題。 

○ フロン・マニフェスト制度を運営するため、情報管理等を行う主体が必要と

なることも考えられるが、母体となるべき団体があるか、組織・システムを整

備するためのコスト負担がどの程度必要か、誰が負担するかが問題。 

 

（イ）パターンⅡについて 

ａ．概要 

新規機器：機器購入者が、購入時に、当該機器に係る回収破壊費用（料金）を

資金管理法人に預託。当該機器の廃棄時に、預託金を当該機器の回収

破壊費用に充当（機器対応）。 

既販機器：既販機器の所有者が、廃棄までの任意の時点で当該機器に係る回収

破壊費用（料金）を資金管理法人に預託。当該機器の廃棄時に、預託

金を当該機器の回収破壊費用に充当（機器対応）。 

ｂ．メリット 

○ 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率の向上につながる可能性があること。 

○ 回収破壊費用があらかじめ確保され、回収業者、破壊業者への回収破壊費用

の支払いに資金管理法人が介在することにより、確実な支払いが期待されるこ

と。 

○ 新規に購入するフロン類使用機器に係る費用が明示されることから、消費者
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による、費用負担の少ない機器の購入へのインセンティブが働く可能性がある

こと。 

○ フロン類使用機器に係る費用が明示されることから、より費用負担の少ない

機器の開発へのインセンティブが働く可能性があること。 

○ 新規機器、既販機器とも機器使用の便益を享受し直接の排出者たる機器所有

者（購入者）が回収破壊費用を負担するので、直接の原因者＝負担者という関

係が成立しているという点で、家電リサイクル、自動車リサイクル制度と整合

がとれていること。また、機器自体が廃棄物として排出者責任により処理され

ることと整合がとれていること。 

○ 新規機器については、メーカー、販売業者等を通じて、確実な徴収が期待で

きること。 

ｃ．検討課題 

○ 第一種特定製品は、カーエアコンなどと比較して種類が極めて多種多様であ

り、また、同一型式でも設置場所等の条件により回収破壊費用が異なることか

ら、あらかじめ適切な費用を設定することができるのかが問題。 

○ 第一種特定製品の平均的な寿命は 15 年程度と長く、預託金は相当期間経過後

に使用されることから、廃棄時の実際の費用との乖離が生じる可能性が問題

（特に、預託金に不足が生じる場合には、その不足額を誰が負担するのかが問

題）。 

○ 既販機器については、約 2,100 万台ほどが市中に存在すると考えられるが、

現在、制度的にはそれを把握する手だてがない（登録制度により、車両とその

所有者が把握されている自動車とは異なる。）。これら既販機器、殊に規模の

小さいものの所有者からの費用徴収について、実効性の確保が問題。 

○ 資金管理法人は、自動車リサイクル法の例に倣えば、公益法人等を指定する

ことが考えられるが、母体となるべき団体があるか、組織・システムを整備す

るためのコスト負担がどの程度必要か、誰が負担するかが問題。 

○ 最終的には、約 2,100 万台にのぼる機器に係る費用が預託されることとなる

が、適切な管理（運用）ができるか、管理コスト負担がどの程度必要か、誰が

負担するかが問題。 

○ 回収破壊費用の払い渡しの際、請求が適切なものかをどのように確認するか

が問題。 

 

（ウ）パターンⅢについて 

ａ．概要 

新規機器：機器購入者が、購入時に当該機器の回収破壊費用に相当する負担金

を納付。 

既販機器：既販機器の所有者が、廃棄までの任意の時点で当該機器の回収破壊

費用に相当する負担金を納付。 

資金管理法人は、納付された負担金の中から、現に廃棄される任意の機器の回

収破壊費用に充当（機器非対応）。 

ｂ．メリット 

○ 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率の向上につながる可能性があること。 
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○ 回収破壊費用があらかじめ確保され、回収業者、破壊業者への回収破壊費用

の支払いに資金管理法人が介在することにより、確実な支払いが期待されるこ

と。 

○ 新規に購入するフロン類使用機器に係る費用が明示されることから、消費者

による、費用負担の少ない機器の購入へのインセンティブが働く可能性がある

こと。 

○ フロン類使用機器に係る費用が明示されることから、より費用負担の少ない

機器の開発へのインセンティブが働く可能性があること。 

○ 新規機器、既販機器とも機器使用の便益を享受し直接の排出者たる機器所有

者（購入者）が回収破壊費用を負担することから、直接の原因者＝負担者とい

う関係が概ね成立しているという点で（ただし、機器非対応であることから、

負担額と廃棄時に実施に要する費用とは一致しない。）、家電リサイクル、自

動車リサイクル制度と整合がとれていること。また、機器自体が廃棄物として

排出者責任により処理されることと整合がとれていること。 

○ 新規機器については、メーカー、販売業者等を通じて、確実な徴収が期待で

きること。 

○ 徴収した負担金を任意の機器の回収破壊費用に随時充当することから、パタ

ーンⅡと比較し、費用の変動のリスクが少ないと考えられること。また、資金

管理法人の設立、資金の管理のためのコストがパターンⅡに比較して小さくな

る可能性があること。 

ｃ．検討課題 

○ 第一種特定製品は、カーエアコンなどと比較して種類が極めて多様であり、

また、同一型式でも設置場所等の条件により回収破壊費用が異なることから、

あらかじめ適切な負担金額を算定することができるのかが問題。 

○ 既販機器については、約 2,100 万台ほどが市中に存在すると考えられるが、

現在、制度的にはそれを把握する手だてがない（登録制度により車両とその所

有者が把握されている自動車と異なる。）。これら既販機器、殊に規模の小さ

いものの所有者からの負担金徴収について、実効性の確保が問題。 

○ 資金管理法人は、自動車リサイクル法の例に倣えば、公益法人等を指定する

ことが考えられるが、母体となるべき団体があるか、組織・システムを整備す

るためのコスト負担がどの程度必要か、誰が負担するかが問題。 

○ 最終的には、約 2,100 万台にのぼる機器に係る負担金が積み立てられること

となるが、適切な管理（運用）ができるか、管理コスト負担がどの程度必要か、

誰が負担するかが問題。 

○ 回収破壊費用の払い渡しの際、請求が適切なものかをどのように確認するか

が問題。 

 

（エ）パターンⅣについて 

ａ．概要 

新規機器購入者が、購入時に、現に発生する既販機器に係る回収破壊費用に対

応した負担金を資金管理法人に納付。 

資金管理法人は、納付された負担金の中から、現に廃棄される任意の機器の回
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収破壊費用に充当（機器非対応）。 

ｂ．メリット 

○ 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率の向上につながる可能性があること。 

○ 回収破壊費用があらかじめ確保され、回収業者、破壊業者への回収破壊費用

の支払いに資金管理法人が介在することにより、確実な支払いが期待されるこ

と。 

○ フロン類使用機器の新規購入者の負担とすることにより、消費者による、費

用負担の少ない機器の購入へのインセンティブが働く可能性があること。 

○ 消費者の選好に対応し、より費用負担の少ない機器の開発へのインセンティ

ブが働く可能性があること。 

○ 徴収した負担金を任意の機器の回収破壊費用に随時充当することから、パタ

ーンⅡに比較し、費用の変動のリスクが少ないと考えられること。 

○ 新規機器購入者のみから徴収することから、徴収はパターンⅡ及びⅢと比較

して容易かつ低コストと考えられること。また、回収ロスも少ないと考えられ

ること。 

○ 現に発生する回収破壊費用相当額を随時使用していくことから、資金管理法

人への多額の費用の滞留、当該費用の管理・運用のコストが少なく済む可能性

があること。 

ｃ．問題点（検討課題） 

○ 現時点で発生する回収破壊費用の総額を新規機器の購入者で按分し負担する

ことになると考えられるが、その具体的な方法をどうするかが問題。 

○ 機器使用の便益を享受し直接の排出者たる機器所有者（直接の原因者）と費

用負担者が異なる。現行制度の下でこれまで費用負担の義務を有していた既販

機器所有者の負担義務が、本制度に切り替わるとともになくなり、既販機器所

有者が費用を負担しない状態（フリーライダーの発生）が相当期間継続する。

また、廃棄台数と新規購入者数との関係で負担額が決まることから、当該機器

の処理コストと徴収される負担金との相関関係が薄れる可能性。 

○ 将来的にフロン類を使用しない機器が増加し、フロン類使用機器購入者が減

少した場合には、フロン類使用機器購入者の一人当たり負担額が大幅に増加す

ることが考えられ、制度の持続性の面で問題。 

○ 資金管理法人は、自動車リサイクル法の例に倣えば、公益法人等を指定する

ことが考えられるが、母体となるべき団体があるか、組織・システムを整備す

るためのコスト負担がどの程度必要か、誰が負担するかが問題。 

○ 負担金の適切な管理ができるか、管理コスト負担がどの程度必要か、誰が負

担するかが問題。 

○ 回収破壊費用の払い渡しの際、請求が適切なものかをどのように確認するか

が問題。 

 

 （オ）パターンⅤについて 

   ａ．概要 

      フロン類製造業者又は第一種特定製品製造業者が、回収業者等の請求に応じ、

機器の廃棄時に自ら製造した製品に係る回収破壊費用を負担する（機器対応）。
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（なお、製造業者が負担した回収破壊費用は、機器所有者等に転嫁、回収するこ

とを想定。） 

   ｂ．メリット 

     ○ 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率の向上につながる可能性があること。 

○ 回収業者、破壊業者への回収破壊費用の支払いにメーカーが介在することに

より、確実な支払いが期待されること。 

○ メーカーの負担額が新規にフロン類使用機器を購入する者に転嫁されれば、

消費者による、費用負担の少ない機器の購入へのインセンティブが働く可能性

があること。 

○ メーカーの直接の負担とすることにより、より費用負担の少ない機器の開発

へのインセンティブが働く可能性があること。 

○ メーカーの負担する費用が、充てん量や回収作業の実態に即したものとなり

こと。 

ｃ．検討課題 

○ 機器使用の便益を享受し直接の排出者たる機器所有者（直接の原因者）と費

用負担者が異なる。直接の原因者ではないメーカーに費用負担をさせる正当性

があるかが問題。特に、既販機器については、メーカー責任を遡及的に追及す

ることとなる。 

○ メーカーが倒産した場合は、本来当該メーカーが負担すべき費用を誰が負担

するかという問題が生じる。 

○ フロン類製造業者又は第一種特定製品製造業者のいずれの負担とすることが

適当かが問題。 

○ 回収業者、破壊業者の請求に対応し、請求が適切なものかを確認するための

費用など、回収破壊費用以外のメーカー負担が発生する可能性があるが、それ

がどの程度か、許容されうるものかが問題。 

 

（カ）パターンⅥについて 

ａ．概要 

フロン類製造業者又は第一種特定製品製造業者が、現に発生する既販機器に係

るフロン類の回収破壊費用に対応する拠出金を資金管理法人に納付。 

資金管理法人は、納付された拠出金の中から、現に廃棄される任意の機器の回

収破壊費用に充当（機器非対応）。 

ｂ．メリット 

○ 廃棄時廃棄者負担が解消され、回収率の向上につながる可能性があること。 

○ 回収破壊費用があらかじめ確保され、回収業者、破壊業者への回収破壊費用

の支払いに資金管理法人が介在することにより、確実な支払いが期待されるこ

と。 

○ メーカーの負担額が新規にフロン類使用機器を購入する者に転嫁されれば、

消費者による、費用負担の少ない機器の購入へのインセンティブが働く可能性

があること。 

○ メーカーの直接の負担とすることにより、より費用負担の少ない機器の開発

へのインセンティブが働く可能性があること。 
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○ 徴収した拠出金を任意の機器の回収破壊費用に随時充当することから、費用

の変動のリスクが少ないと考えられること。 

○ 少数のメーカーから徴収することから、徴収は、比較的容易かつ低コストと

考えられること。また、回収ロスも少ないと考えられること。 

○ 現に発生する回収破壊費用相当額を随時使用していくことから、資金管理法

人への多額の費用の滞留、当該費用の管理・運用のコストが少なく済む可能性

があること。 

ｃ．検討課題 

○ 現時点で発生する回収破壊費用の総額を各メーカーで按分し負担することに

なると考えられるが、その具体的な方法をどうするかが問題。 

○ 機器使用の便益を享受し直接の排出者たる機器所有者（直接の原因者）と費

用負担者が異なる。直接の原因者ではないメーカーに費用負担をさせる正当性

があるかが問題。特に、既販機器については、メーカー責任を遡及的に追及す

ることとなる。また、廃棄台数と現在又は過去のシェアとの関係で、負担額が

決まることから、当該機器の処理コストと徴収される費用との相関関係が薄れ

る可能性。 

○ メーカーが倒産した場合は、本来当該メーカーが負担すべき費用を誰が負担

するかという問題が生じる。 

○ フロン類製造業者又は第一種特定製品製造業者のいずれの負担とすることが

適当かが問題。 

○ 資金管理法人は、自動車リサイクル法の例に倣えば、公益法人等を指定する

ことが考えられるが、母体となるべき団体があるか、組織・システムを整備す

るためのコスト負担がどの程度必要か、誰が負担するかが問題。 

○ 拠出金の適切な管理ができるか、管理コスト負担がどの程度必要か、誰が負

担するかが問題。 

○ 回収破壊費用の払い渡しの際、請求が適切なものかをどのように確認するか

が問題。 

 

ウ．主な意見 

費用負担の在り方については、本検討会において以上の整理を踏まえ議論した結果、 

 

・ 廃棄者が引渡義務を適切に履行していないというこれまでの実績、他のリサイクル

制度を勘案すると、回収率を向上させるためには費用負担方法を見直すことが必要で

はないか。 

・ フロン類は気体であり、廃棄物と違って不法に放出してもその証拠が残らないとい

う特性を踏まえると、規制的措置だけの対応では限界があり、費用負担方法の見直し

に踏み込まざるを得ないのではないか。 

・ 廃棄時ではなく、機器の購入時等に回収費用も負担するとする方が負担感が少ない

と考えられることから、費用を事前に確保する制度にも合理性があるのではないか。 

・ 建物と一体となった設備等第一種特定製品の種類や大きさの違いに着目し、具体的

なパターンの適用を検討すべきではないか。 
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という意見があった一方、 

 

・ 費用負担方法の見直しは、業務用冷凍空調機器の特性を十分踏まえた上で、規制的

な措置の議論とともに総合的かつ慎重に検討すべきである。 

・ 費用負担方法の見直しは、回収率向上のための措置の一つに過ぎず、これを見直し

たとしても、それだけで回収率が格段に向上するとは限らない。制度構築に少なから

ず社会的費用が必要となることを勘案すると、基本的には様々な規制的措置を講じた

上で、どうしても目的の達成に不足であることが実証された場合にのみ着手すべきで

ある。また、その場合であっても、社会的費用が許容範囲内となり、かつ、費用対効

果が大きくなるようなシステムとするよう検討すべきである。 

 

との意見があった。 

モデルとして設定した各パターンに即し、パターンⅡやパターンⅢのようなあらかじめ

費用を設定し徴収するパターンについては、 

 

・ 業務用冷凍空調機器の場合は、家庭用エアコンやカーエアコンのように使用冷媒量

や形態に差がなく、回収費用にも機種による差がほとんどないもの（例えば、カーエ

アコンの場合、最大／最小の比は 10 倍程度）とは異なり、機器サイズ、機種等が極め

て多様で、冷媒量だけで見ても最大／最小の比は 1万倍以上あり、費用の算定を事前

に一律に行うようなパターンは難しいのではないか。 

・ 同一機器であっても、業務用冷凍空調機器の場合は、設置状況、回収業者との地理

的関係、回収時期、回収業者の所持している回収機等のインフラ等によって回収費用

は大きく変わることから、その点でも、事前に一律に費用を算定することは困難では

ないか。 

・ 仮に、一定の機器のカテゴリに分け平均値等を用いて回収費用を設定することによ

り解決を図ろうとすれば、負担の公平性が担保できなくなり、また、回収費用の水増

し請求など、不正を助長することにもつながりかねないのではないか。 

 

との意見があった。 

パターンⅡやパターンⅢは、回収費用を廃棄時ではなく、それ以前の任意の時点で徴収

するとしているが、この点については、 

 

・ 既に約 2,100 万台にも及ぶ市中の既販機器から、廃棄時ではなく、それ以前の任意

の時点での徴収を確保しようとすることは現実的ではないのではないか 

 

との指摘もあったが、その一方で、 

 

・ 機器の大きさや機器を使用している建築物・事業所の規模等に着目し、対象を絞っ

て届出等により把握をするなどの工夫を考えてはどうか。 

 

との提案もあった。 
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 特にパターンⅡのように、あらかじめ徴収した費用を機器対応方式で使用するパターン

については、 

 

・ 機器の使用年数は平均して 15 年程度と推定されるが、徴収した費用を機器に対応し

て使用するパターンⅡのような仕組みでは、機器が廃棄に回るまでの長期間にわたり

費用を預託することとなるが、（廃棄時に実際にかかる費用が預託金を上回る場合に

不足が生じるなど）現実的ではないのではないか。 

 

といった課題についての指摘があったが、このような費用の変動の問題への対応策として、 

 

・ 費用が変動する場合のバッファとして、自動車リサイクル制度と類似の考え方を適

用し、製造業者による回収破壊の責務に基づく差額の負担というものも考えられるの

ではないか。 

 

 との指摘もあった。 

パターンⅣのような新機器購入者のみの負担とするパターンに関しては、 

 

・ 現行制度の下でこれまで廃棄時に費用を負担することとされていた既販機器所有者

の負担義務が本制度に切り替わるとともになくなり、購入時に負担金を払った者に係

る機器の回収破壊が行われるようになるまでの間は、費用の負担をせずに回収破壊の

サービスを受けるフリーライダーが一定期間発生するなど負担の公平性が確保され

ないのではないか。 

・ 現に発生する既販機器に係るフロン類の回収破壊費用に対応する負担金を新規機器

購入者が購入時に負担することから、ノンフロン化が進行しフロン類使用機器購入者

が減少すると、資金の供給が近い将来途絶えてしまうのではないか。 

 

 といった問題が指摘される一方、 

 

  ・ 中小規模の機器、ライフサイクルの短い機器への適用になじむのではないか。 

 

 との意見もあった。 

  フロン類メーカー又は機器メーカーから費用を徴収するパターンⅤ及びⅥに関しては、 

 

・ メーカー間の公平性が担保できないとともに、過去に既に出荷した分までメーカー

に責任を負わせることは、合理性がないのではないか。 

・ 特に、フロン類メーカーからの徴収を考えた場合には、出荷されるフロン類につい

て、業務用冷凍空調機器用とそうでないものとの区別が困難であることから、負担額

の算定はできないのではないか。 

・ 市場規模等に比してメーカーに過大な負担を強いることとならないか。 

 

といった指摘がなされたが、一方、 
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・ 一定の経過期間を設けることで、過去の責任を遡及的に追及することとなる問題も

緩和され得ると考えられのではないか。 

 

との指摘もなされたところである。 

 

費用をあらかじめ徴収するパターンに共通して現れている資金管理法人については、気

体であるフロン類の特質から、一元的な管理主体は必要なのではないかとの意見があった

が、設立や運用に当たっての費用などが明らかにされておらず、こういった主体が必要と

結論付けるだけの検討が十分になされているとは言えないのではないかといった指摘もな

されている。 

 

エ．費用負担の在り方についてのまとめ 

このように、活発な議論の結果、多くの課題の存在について意見があったところである。 

したがって、今後とも、 

 

・ どの程度の費用が必要かを分析した上で、その費用と達成される効果（費用対効果）

はどうか。 

・ 他の規制的措置で十分な効果が上げられるか、あるいは他の措置に加えて費用負担

の在り方について見直しを加えることが必要なのか、その場合にはどのような組み合

わせが適当かといった、他の規制的な措置との関連性はどうか。 

・ 制度的、実体的に実現可能性はあるかどうか。 

 

といった点に留意しつつ、引き続き検討を加えることが必要である。 

なお、整備時に回収されるフロン類に係る回収費用等の負担については、現在制度上明

らかにはされていないことから、今後は、この問題についても検討が必要である。 
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（３）その他の措置 

（ア）フロン類回収業者の要件について 

 フロン類回収がより確実に実施されるよう、フロン類回収業者の要件を見直すことが

考えられる。現行制度では、フロン類回収設備の具体的な能力基準、回収を実施する技

術者の具体的な要件等は定められておらず、このことが不十分なフロン類回収や不適正

な回収の原因になっているとの指摘がある。 

 このため、具体的には、所有機器の能力や回収を行う者の技術的能力がより高い業者

がフロン類回収業者として回収を行うこととなるよう、回収業者の登録要件や回収の基

準を見直すことが考えられる。 

 

（イ）高性能回収装置の開発、普及方策の実施について 

フロン類回収に要する時間を短縮することは、フロン類回収料金の低減化につながる

とともに、建物解体現場などで回収を要する時間をできるだけ短縮しなければならない

状況においてもフロン類回収率を向上させることにつながる。回収時間短縮のためには、

能力の高い回収装置が必要であり、こうした装置の開発や回収業者への普及に取り組む

ことが重要である。 

 

（ウ）機器内断熱材の回収・破壊方策について 

冷凍冷蔵庫等には、断熱材の発泡剤としてフロン類が使用されているものがあり、こ

うした機器の廃棄の際には、冷媒フロン類は回収義務があるにもかかわらず、発泡剤の

フロン類については放出を防止する制度がない。家庭用の冷蔵庫及び冷凍庫に関しては、

既に家電リサイクル法に基づき、平成 16 年度から、これらの機器の断熱材中のフロン類

についても、リサイクルの段階で回収し破壊又は再利用することが義務づけられている。 

このため、業務用冷凍空調機器についても断熱材中のフロン類が機器の廃棄時に放出

されないよう、断熱材中フロン類を回収する取組を検討することが必要であると考えら

れる。 

 

 （エ）地域におけるフロン回収等推進協議会等の団体の活用について 

現状では、地域におけるフロン回収等推進協議会等の取組状況は、積極的な取組を進

めているところや解散しているところまで様々である。フロン類回収を行った台数が他

の都道府県に比べて多いところなど比較的回収が順調に進んでいる地域では、設備業者

や回収業者が設置したフロン類回収事業協会を中心に関係業者の連携が進んでいること

や、フロン類回収証明書の発行や整備時を含めた回収量のとりまとめを行っていること

など、協議会等において活発な取り組みが進められている事例が見受けられる。 

こうしたことから、先進的な地域の取組を参考にフロン類回収推進方策の見直しを進

めることが有効である。また、各都道府県において既存の協議会等を活用して各地域レ

ベルでの関係業者間の連携を密にする取組を進めていくための手立てを検討することも

必要であると考えられる。 

特に、地域の設備工事連合会や協議会等の地域の業者が参加する団体は、例えば、本

検討で検討した取次業者の位置付けや、マニフェストや回収処理管理票制度、所有者の

届出等の措置を導入する際に、地域の業者の取組を活性化するために大きな役割を果た

すことができる可能性があると考えられるので、こうした取組への活用方策を検討する

ことは必要であると考えられる。 
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（４）措置の考え方 

前記のとおり、いずれの措置についても検討課題が残されており、引き続き効果や実現可

能性等に関する検討が必要であるが、今後の議論に資するよう、様々な措置をどのように組

み合わせることが可能であるか、あるいは適当であるかを検討した。 

なお、次の組み合わせは検討をわかりやすくするための例示であり、また今後の議論が促

進されるよう示したものであり、これらをそのまま導入することを主張したものではないこ

とに留意する必要がある。 

 

ア．措置の組み合わせの例 

 （１）ではフロン類回収を担保するシステムに関し、現状のフロン類回収の問題点で

ある、 

 

  （ア）機器廃棄時にフロン類の回収が廃棄者から発注されない 

  （イ）廃棄機器の処理過程でフロン類の回収が行われない。 

  （ウ）整備時の回収が制度化されていない。 

 

の３点への対応方策について検討を行った。また、（２）で検討した費用負担の在り方

は、これら問題点のうちの（ア）の要因として、機器廃棄時に廃棄者が費用を負担する

という制度が廃棄者によるフロン類の回収業者への引渡の忌避を招いている可能性が考

えられることから、その対応方策案の一つに考えうるとの観点から検討を行った。 

 このため、問題点（ア）への対応については、システムと費用負担の在り方を包括的

に検討する必要がある。また、（イ）及び（ウ）の問題点への対応も必要であることか

ら、費用負担の在り方の見直しを行う際においても、（イ）及び（ウ）に対応するシス

テムの見直しと組み合わせることが必要である。 

 

 （２）の費用負担の在り方の検討では、6 通りのパターンを想定したが、このうち、

パターンⅠは費用負担を変更せずに措置の追加導入のみを行おうとするものであるので

システムのパターンに含まれ、また、パターンⅡとパターンⅢでは、既販機器の所有者

が、廃棄までの任意の時点で回収破壊費用を支払うこととしており、これは、所有者の

届出措置と組み合わせて実施することが有効と考えられる。 

 こうしたことを踏まえ、システムの見直しと費用負担の在り方の制度全体での組み合

わせの例として次のようなものが考えられる。なお、これらの組み合わせ中の措置は必

要性に応じて追加や削除することが可能なものも含まれるものである。 
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表 2-6  システムの見直しと費用負担の在り方の組み合わせの案 

 

 Ａパターン Ｂパターン Ｃパターン 

 Ａ

１ 

Ａ

２

A

3

A

4

A

５

Ｂ

１

Ｂ

２

B

3

B

4

B

５ 

Ｃ

１ 

Ｃ

２ 

C

3 

C

4

C

５

1-ｱ  廃棄者引渡義務違反罰則 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1-ｲ(a) フロン・マニフェスト ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○      

1-ｲ(b) フロン回収処理管理票           ○ ○ ○ ○ ○

1-ｳ  回収業者への直接発注 ○ ○ ○ ○ ○           

1-ｴ  機器廃棄時届出 ○    ○ ○    ○ ○    ○

2-ｱ  取次業者を位置付け      ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2-ｲ  産廃業者の回収済み機器

のみ引取 

○ ○ ○ ○ ○           

3-ｱ  整備時引渡義務 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3-ｲ  所有者による冷媒管理  ○ ○ ○   ○ ○ ○   ○ ○ ○  

3-ｳ  所有者の届出  ○ ○ ○   ○ ○ ○   ○ ○ ○  

4-ｱ  費用負担の見直しのパター

ンⅠ 

○ ○    ○ ○         

4-ｲ  費用負担の見直しのパター

ンⅡ又はⅢ 

  ○     ○     ○   

4-ｳ  費用負担の見直しのパター

ンⅣ、Ⅴ又はⅥ 

   ○ ○    ○ ○    ○ ○
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イ．機器を分類しての措置の検討 

 業務用冷凍空調機器の種類は多種多様であり、フロン類回収の方策を考える上でも、

その規模やフロン類回収を現地で行うか移動して行うか等の状況に応じて対応を検討す

ることが有効であると考えられる。いくつかの機器の分類を想定し、それぞれについて

の最適と思われる措置の考え方を以下に示す。 

 

 （ア）大型の冷凍空調機器(例えば、遠心式冷凍機、スクリュー冷凍機) 

 こうした機器は、所有者が機器が冷媒を使用していることについての認識が高いと

考えられ、設置箇所の数がそれほど多くはなく、ある程度の規模の施設・建物に設置

されていることが考えられることから、設置箇所の特定も比較的容易であると考えら

れる。このため、所有者の届出及び所有者による冷媒管理、または既販機器からの費

用徴収を求める費用負担の検討パターンのうちパターンⅡとⅢなどの対象とした場合

でも実効性が高いと考えられる。 

 加えて、機器の設置場所でフロン類回収が行われるものと考えられ、回収業者への

直接発注の義務付けとフロン類回収証明書の組み合わせにより、フロン類回収が確実

に実施されることを担保することも十分可能となると考えられる。 

 また、整備時には 1基当たり多量のフロン類が回収されることから、整備時の引渡

し義務は重要と思われる。 

 

表 2-7 大型の冷凍空調機器の例 

平均冷媒充填量
（ｇ/台）

市中台数
（台）

市中機器中
冷媒充填量（ｔ）

市中機器中冷媒
充填量カバー率

遠心式冷凍機 688,000 9,920 5,163 5%
スクリュー冷凍機 200,000 50,915 10,038 10%

計 60,835 15,201 15%  

    （（株）野村総合研究所推計） 

 

（イ）パッケージエアコン、別置型ショーケース等 

 こうした機器は、設置の際に設備工事が行われる場合が多く、所有者には機器が冷

媒を使用していることについての認識がある程度はあると考えられるが、設置箇所の

数が非常に多く、また様々な事業所や建物に設置されていることから、設置箇所の特

定は困難であると考えられる。このため、所有者の届出及び所有者による冷媒管理、

または既販機器からの費用徴収を求める費用負担の検討パターンのうちパターンⅡと

Ⅲなどを対象とした場合、既存施設の所有者からの届出を完全に行わせることは難し

いと思われる。一方、こうした機器は建物と一体となった形で存在していると考えら

れることから、建物に着目して、設置の把握、届出を行うことも一案である。この分

野の機器は、既存機器中の冷媒量のうちのほとんどを占めるものであり、それらから

の回収を確実に行うことがフロン類回収率向上の要であるため、可能な限り所有者か

ら届出を出させるよう何らかの方策を検討することが望ましい。 

 また、こうした機器の廃棄の際は、設備工事業者や、建物と一体に設置されている

ことを踏まえ、建設業者や建物解体業者を通じてフロン類回収が発注される割合が高

いと考えられるため、こうした業者を取次業者と位置づけてフロン類回収に当たって

の義務を明確にすることや、フロン・マニフェストまたはフロン回収処理管理票によ
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り、そうした業者の取扱いを確認する方策が有効であると考えられる。 

 また、こうした機器では、整備の際にフロン類を回収する場合があると考えられる

ことから、整備時の引渡し義務は有効と思われる。 

 

表 2-8 パッケージエアコン、別置型ショーケース等の例 

平均冷媒充填量
（ｇ/台）

市中台数
（台）

市中機器中
冷媒充填量（ｔ）

市中機器中冷媒
充填量カバー率

チリングユニット 30,000 167,959 4,628 5%
GHP 20,000 334,249 6,615 7%
別置形冷凍冷蔵ショーケース 7,000 1,124,476 7,781 8%
パッケージエアコン 6,530 9,926,091 59,705 60%

計 11,552,775 78,729 79%  

（（株）野村総合研究所推計） 

 

（ウ）一体型ショーケース、他小型の機器 

 これらの機器は、既存の台数は多いが、1 台の機器中の冷媒量は少ない。また、設

置している事業所も（イ）に比べ多種多様で数も非常に多く、１事業所内の設置台数

が多数あることも想定される。このため、所有者の届出、または既販機器からの費用

徴収を求める費用負担の検討パターンのうちパターンⅡとⅢの対象にすることは、事

業所の負担が増大する割には少ない冷媒量しか把握できないため、制度の効率が良く

ないものとなることが考えられる。また、こうした機器は機器内のサイクル内に冷媒

が充てんされていることから、フロン類を回収するような整備や使用中の漏洩はほと

んどないと考えられるので、所有者による冷媒管理を義務付けることや、整備時の引

渡義務の対象とすることはあまり効果がないと考えられる。 

 これらの機器の廃棄の際は、機器の廃棄処理を請け負う産廃処理業者を通じてフロ

ン類回収が発注される割合が高いと考えられるため、こうした業者を取次業者と位置

づけてフロン類回収に当たっての義務を明確にすることが有効であると考えられる。

なお、フロン・マニフェストまたはフロン回収処理管理票については、制度の効果に

比べて業者の負担が過大になることが予想されることを考慮しなければならない。 

 

表 2-9 小型の機器の例 

 

平均冷媒充填量
（ｇ/台）

市中台数
（台）

市中機器中
冷媒充填量（ｔ）

市中機器中冷媒
充填量カバー率

輸送用冷凍冷蔵ユニット 3,000 283,425 834 1%
冷凍冷蔵ユニット 2,000 462,127 924 1%
内蔵形冷凍冷蔵ショーケース 450 3,502,032 2,059 2%
業務用冷凍冷蔵庫 400 1,898,086 764 1%
製氷機 300 506,500 152 0%
飲料用自動販売機 240 2,580,090 697 1%
冷水機 100 398,820 40 0%

計 9,631,080 5,471 6%  
（（株）野村総合研究所推計） 
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３．まとめ 

 

 本検討会では、フロン類回収率が低迷している状況にあることからフロン回収破壊法に基

づく現在のフロン類回収制度の見直しが必要であるとの認識を元に、フロン類回収をさらに

推進するための方策に関して、現状の問題点の整理を行い、それらに対応するため、システ

ムの見直しと費用負担の在り方に関して考えられる措置を挙げ、その内容と問題点について

検討を行った。 

その結果、考えられる措置について整理し、今後のフロン類回収方策の見直しについての

検討における基礎的な資料としてとりまとめることができた。 

 

しかし、フロン類回収の課題の整理において、機器廃棄処理の現状を知る一つの方法とし

て、関係する業者に対するアンケートを行ったが、回答者が限定されることから、それだけ

では拾い上げることができなかった課題もあると想定され、また、今回は機器の所有者、廃

棄者の実状を調査することができなかった。また、検討においては、特に、費用負担の在り

方の考え方について多くの意見が出され、その効果に対する認識について委員により相違が

あり、またその問題点について多くの点が指摘されたところである。さらに、措置の導入や

実施に必要な手間や費用といったコスト、措置の効果等についても十分な検討ができてない

と考えられる。 

 このため、今後、フロン類回収措置の検討を進めていくためには、上記の点についても含

め、さらに検討を行うことが必要である。 

 

 今後、環境省においては、本報告を踏まえ、フロン回収破壊法を共管している経済産業省

と連携しつつ、各業界や関係者とよく調整の上、フロン類回収を推進する方策に関する法的

な枠組みの導入に向けて検討し、速やかな実現を図るよう求めたい。 
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